
公調委平成１７年（フ）第１号 愛知県瀬戸市地内の保安林内作業許可処分等に対する取消裁定申

請事件 

裁        定 

（当事者の表示省略） 

主       文 

 １  申請人兼選定当事者Ａ及び申請人Ｂの各申請並びに同Ｃの申請のうち，処分庁が平成１７年

５月１２日付け１７尾農第３２１９号でした林地開発行為許可処分の取消しを求める申請部分

をいずれも却下する。 

 ２  申請人Ｃの申請のうち，処分庁が平成１７年５月１２日付け１７尾農第３１９１－１号でし

た保安林内における作業許可処分の取消しを求める申請部分を棄却する。 

事 実 及 び 理 由          

第１ 事件関係人の申立て 

 １ 申請人ら 

 処分庁が，平成１７年５月１２日付け１７尾農第３１９１－１号でした保安林内における作

業許可及び同日付け１７尾農第３２１９号でした林地開発行為許可の各処分を取り消すとの裁

定を求める。 

 ２ 処分庁 

  （本案前の答弁） 

   本件裁定申請をいずれも却下するとの決定を求める。 

  （本案の答弁） 

   本件裁定申請をいずれも棄却するとの裁定を求める。 

第２ 事案の概要 

 １ 申請の類型 

 本件は，申請人らが，申請外Ｕ（以下「申請外Ｕ」という。）の申請に対してした処分庁の

森林法（昭和２６年法律第２４９号）１０条の２第１項及び２項に基づく林地開発行為許可処

分並びに同法３４条２項及び５項に基づく保安林内における作業許可処分について，これらに

基づく行為が保安林の有する機能を大幅に阻害して，周辺住民に対する災害等を発生させるお

それがあるなどと主張して，上記各処分の取消しを求める事案である。 

 以下では，別紙１地図（乙第１号証。ただし，表中「Ｄ’」とあるのを「Ｄ」と訂正。）の

青線で囲まれた部分全体を「本件事業区域」と，同地図の濃い緑色で塗られた部分を「本件残

置森林」と，同地図の桃色で塗られた部分を「本件作業許可区域」と，同地図の黄緑色で塗ら

れた部分を「本件開発許可区域」ということとする（上記地図の凡例参照）。 

 ２ 前提事実（証拠は末尾に掲記） 

  1) 林地開発行為許可処分 

 申請外Ｕは，平成１５年９月９日付け申請書に基づき，処分庁に対し，愛知県瀬戸市ａ町

××番×の森林の一部（以下「本件森林」という。）について，鉱物の採掘を目的として，

森林法１０条の２第１項に基づき，開発行為許可の申請をした（乙第１１号証）。処分庁は，

上記許可申請に対し，平成１７年５月１２日付け１７尾農第３２１９号をもって，同日から

平成１９年５月１１日までの間，①開発行為は，申請書及び添付図書の内容に従って行うこ

と，②開発行為の施行中に災害が発生した場合には，適切な措置を講ずるとともに，遅滞な

く知事に報告すること，③開発行為の途中において災害等が発生し，あるいは，発生するお

それがある場合は，許可条件の変更及び追加等をすることがあること，④えん堤，沈砂池，

洪水調整池等の防災施設の設置を先行し，切土，盛土又は捨土は，下流に対する安全を確認

した上で行うことなどの条件を付して，開発行為許可処分（本件森林のうち，開発行為に係

る森林の土地の面積：９.７４９３ha）をした（甲第３５号証。以下「本件開発許可処分」

という。）。 

  2) 保安林内における作業許可処分 

 申請外Ｕは，平成１７年４月２７日付け申請書に基づき，処分庁に対し，愛知県瀬戸市ｂ

町××番地，××番地の××及び同市ａ町××番地の×所在の保安林（以下「本件保安林」

という。）について，森林法３４条２項に基づき，保安林内における作業（土地形質変更行

為）許可の申請をした。申請に係る行為の方法は，保安林の転用（鉱物採掘）及び代替施設
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の設置である（乙第２３号証）。処分庁は，上記許可申請に対し，平成１７年５月１２日付

け１７尾農第３１９１－１号をもって，同日から平成１９年５月１１日までの間，作業の実

施に当たっては，保安林内作業許可申請書に記載の内容によるほか，当該保安林の指定の目

的（土砂の流出の防備）の達成に支障を及ぼすことのないように万全の措置を講じるととも

に，沈砂池等の施設の設置を先行し，切土，盛土又は捨土は，下流に対する安全を確認した

上で行うことなどの条件を付して，保安林内における作業許可処分（行為に係る面積：５.

４２０３ha）をした（甲第４６号証。以下「本件作業許可処分」といい，本件開発許可処分

と併せて「本件各処分」という。）。 

 ３ 争点 

  1) 申請人ら（特に除外する場合を除き，選定者を含む。以下同じ。）の申請人適格（森林法１

９０条１項所定の裁定を申請する法律上の利益。以下同じ。）の有無 

  2) 森林法１０条の２第２項１号（土砂流出等のおそれ），同項１号の２（水害発生のおそれ），

同項２号（水確保の著しい支障のおそれ）及び同項３号（環境の著しい悪化のおそれ）所定

の事由並びに森林法３４条５項所定の事由（保安林の指定目的の達成に支障。以下，これら

の事由を一括して「本件許可障害事由」という。）の有無 

  3) 本件各処分のその他の違法事由の有無 

 ４ 争点に関する当事者の主張 

  1) 申請人らの主張 

   ア 申請人らの申請人適格の有無 

 以下のとおり，申請人らには，申請人適格があるというべきである。 

(ｱ) 申請人らの申請人適格について 

 a. 申請人適格の考え方について 

最高裁平成１７年１２月７日大法廷判決・民集５９巻１０号２６４５頁（以下「小

田急最高裁判決」ともいう。）は，「法律上保護された利益」の有無については，

当該処分の根拠となる法令の規定の文言によることなく，当該法令の趣旨及び目的

並びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮すべきこととし

ている。 

 本件各処分の根拠法令と目的を共通にする法令として，鉱業法（昭和２５年法律

第２８９号），鉱山保安法（昭和２４年法律第７０号，特に８条参照），環境基本

法（平成５年法律第９１号），大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）が考え

られる。これらの法令の趣旨に反した保安林指定解除と珪砂（けい石）採掘作業が

実施・継続された場合，この事業に起因する粉じん，騒音，土砂流出などにより被

害を直接受けるのは，事業地周辺の住民のみならず，広範囲の住民であって，当該

住民は，当該地に長年にわたり居住を継続することによって被害を反復・継続して

受け，健康・生活環境に係る著しい被害を受けかねない。 

 これらの法令の趣旨・目的にかんがみれば，違法な事業によって生じた粉じん，

騒音，土砂流出などによって健康又は生活環境等に係る著しい被害を受けないとい

う具体的利益を保護しようとするものである。このような被害の内容，性質，程度

に照らせば，この具体的利益を一般公益の中に吸収・解消させることは困難である。

 b. 森林法３４条２項及び５項の作業許可処分と申請人適格について 

処分庁は，森林法３４条２項及び５項が処分の名宛人以外の第三者を保護するも

のではないとして，申請人らの申請人適格を否定する。 

しかし，保安林制度は，災害防止，水害防止，水源かん養，環境保全など森林の

公益的機能を尊重して，森林所有者に対して現状を維持するという不作為義務を定

めたものである。そして，それは，森林法３４条の許可制度によって担保されてい

る。すなわち，伐採や本件のような開発行為を行う場合には許可が必要となるため，

原則として当該作為が禁止される構造となっているのである。このように森林法３

４条の許可制度は，保安林制度の中核をなす制度であるから，保安林解除処分が近

隣住民を保護する趣旨である以上（同法３０条，３２条１項参照），同法３４条も

近隣住民を保護する趣旨であると言わなければならない。処分庁は，申請人らの申

請人適格を否定する理由として，同条には直接利害関係ある者が参加する手続がな

いことを挙げるが，参加手続があることは第三者保護の根拠となるものの，それを
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否定する根拠にはならないのであるから，処分庁の上記主張は，理由がない。 

    (ｲ) 申請人Ｃ 

 まず，申請人Ｃは，別紙１地図（乙第１号証）の番号１２記載の地点に居住してお

り，本件作業許可処分の対象地である本件保安林において，水害あるいは土石流が発

生した場合，直接被害を受けることになる。 

 本件保安林のうち，愛知県瀬戸市ｂ町××番地の××の保安林から土石流又は洪水

が発生した場合，別紙２「洪水・土石流の流下ルート図」のとおり，土石流又は洪水

はいったん県道に流れて，県道及びその東側の側溝を流れて住宅地に達し（同図面の

青線），また，今後開発が進めば，伐採される南西部でも，保安林で発生した土石流

又は洪水は住宅地に達することとなるが（同図面の緑線），そこには，申請人Ｃの住

宅があり，同申請人は，その生命と財産の双方に被害を受ける可能性がある。 

 そして，本件の開発は，伏流水調査を行うことなく，計画されたものであることか

ら，ｂ地区の共同水源の井戸（甲第５４号証）及び申請人Ｃの井戸（甲第５５号証）

の各水源を枯渇ないし水質悪化させるおそれがあり，同申請人は，その生命と財産の

双方に被害を受ける可能性がある。 

 森林法２７条及び３２条において，農林水産大臣が保安林指定を解除しようとする

場合，これに異議があるときは，「直接の利害関係を有する者」は，意見書を提出す

ることができるとされている。また，同法３２条２項では，利害関係があると認めた

者に対し，公開の意見聴取会を催すこととされているところ，申請人Ｃは，この意見

聴取会に利害関係人として参加している。このように，森林法において，「直接の利

害を有する者」として認められる意見聴取者は，保護すべき個人の権利を有している

から，本件不服裁定においても，申請人Ｃの申請人適格は認められてしかるべきであ

る。 

      （独立行政法人森林総合研究所作成の調査報告書（乙第６号証）について） 

 処分庁は，独立行政法人森林総合研究所作成の調査報告書（乙第６号証）を根拠に，

申請人Ｃの申請人適格を否定するが，これは，本件保安林を含む開発地域全体の土砂

流出について検討したものではない上，昨今の梅雨前線停滞と台風が重なって引き起

こされる長期の豪雨を想定していない。 

 乙第６号証は，簡易貫入試験結果を基に崩壊を起こす表土層の深さを５０ｃｍであ

ると推定する。表土層の深さについて一般論として「Ｎｃ値１０以下であることにつ

いては現状では異論が少ないと思われる」としている。しかし，表土層のＮｃ値（質

量５㎏の重りを５０㎝の高さから自由落下させた打撃により，直径１８㎜，５㎏の鋼

鉄製円錐を，１０㎝貫入させるのに必要な打撃回数）が１０以下であるという文献的

裏付けは存在しない。甲第７７号証によれば，斜面部のすべり面のＮｃ値は１０ない

し２０であるとしている。同号証記載の論文では，文献的な考察の結果，Ｎｃ値は，

５ないし１５とされており，中には２０という報告もあるとされている。さらに，乙

第６号証の図－５からすると，Ｎｃ値が１５の位置にも境界があるようにも考えられ

る上，乙第６号証には，簡易貫入試験の位置が示されていないこと，サンプリングの

数が極めて少ないことから，図－５の構造がこの地域一体の一般的構造を示すもので

あるかどうかは不明と言わざるを得ず，乙第６号証は，信用性の乏しいものである。

そもそも，本件では，発生可能性のある地滑りのうちで最悪の地滑りが生じた場合に

開発区域外にどのような影響を与えるかが検討されるべきところ，乙第６号証は，平

均的な災害が生じた場合の危険を想定しているにすぎないのである。 

また，乙第６号証は，アルプスにおける岩屑ナダレ等に関するシャイデッガー

（Sheidegger）の研究をもとに等価摩擦係数（停止した土砂の先端から，崩壊源頭部

を見通したときの高低差と水平距離の比（Ｈ／Ｌ）で示される，崩壊の流れやすさを

示す指標）を求めて，災害が本件保安林外に及ぶか否か検討しているところ，図－６

で，本件で想定される崩壊規模１０００㎥に相当する等価摩擦係数を０．３とした上

で，申請人Ｃの居住地との関係で問題となるＢ１，Ｂ２の谷については，等価摩擦係

数が０．３では，渓流出口まで土石流が到達することはない（図－７）としている。

しかし，岩屑ナダレは，風化が著しく進んだ山岳地帯においてそれが崩壊する過程で

生じる文字どおり岩屑のナダレで，発生する規模が著しく大きく，雨水など水を大量
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に含んで，土石，土砂が水の中に浮いた状態で流れ落ちる，我が国の土石流とは大き

く異なるものである。土石流については，雨量や集水面積，谷の構造に伴う個性が強

く，単純に等価摩擦係数を割り出して一般化することが困難である。しかも，乙第６

号証の図－６の１０００㎥の付近のサンプルは，生田，加波山の二つにすぎず，多数

の例を検討したかどうかも不明である上，かえって，福島県南部の災害の等価摩擦係

数の数値は，低い値に集中しているのに，生田，加波山と福島県南部との違いも合理

的に説明されていない。 

 甲第７８号証は，九州大学大学院農学研究院森林保全学研究室による「２００３年

７月の九州地方土砂災害調査報告」であるが，「等価摩擦係数（標高差／崩壊・流動

長）は，崩壊土量と比べて０．１７０～０．１７５程度と，大宰府崩壊・土石流の０．

２１７～０．３５７よりかなり小さく，この現象は流動性に富んだものと考えられる。

ただし，１９９９年の広島災害では土石流に関して０．１５０～０．３５０との報告

もあり，小さいとは言え通常の等価摩擦値とも考えられる。」としている。これは，

大分県日田市三和の農地における流動性崩壊に関する報告であり，本件地域と土質が

異なるが，そこで比較されている１９９９年６月の広島豪雨による災害事例は，「マ

サ土」の事例であって，本件地域と同じ土質である。 

  甲第８１号証及び第８２号証は，上記広島豪雨による災害事例の報告書である。広

島市，呉市に発生した土石流は，いずれもマサ土地層の斜面崩壊によるものであって，

本件開発許可区域と同様の地層に生じた被害である。甲第８３号証は，同じく広島豪

雨による災害を調査したものであるが，その表土には，東広島周辺の災害についての

等価摩擦係数の数値が並べられているところ，これによると，０．１６１ないし０．

４４２の値になっている。このように，等価摩擦係数の数値については，０．３は，

絶対的なものではなく，幅のある数字として理解されるべきであり，上記の広島市の

災害調査の結果も併せて考えると，０．１５という等価摩擦係数も決して非現実的な

数値ではなく，本件にも当てはまり得るものである。 

 したがって，乙第６号証によっても，０．１５という等価摩擦係数を前提に，その

図－７にあてはめると，Ｂ１，Ｂ２の谷については，むしろ，申請人Ｃの居住地に土

石流が到達する可能性があるというべきである。 

 なお，乙第６号証は，リター（林床の落葉等の堆積物）に言及するが，リターが大

量の水の中に大量の土石を含んで猛烈な勢いで落ちてくる土石流を阻止し得ないこと

は明らかであり，なぜ，乙第６号証で，リターについて論じられているのか理解し得

ないところである。 

 以上のとおり，上記調査報告書の記載は，申請人Ｃの申請人適格を否定する根拠と

はならない。 

 したがって，申請人Ｃの申請人適格は，森林法１０条の２第２項１号，同項１号の

２，同項２号及び同項３号によって基礎付けられるというべきである。 

 また，保安林指定解除に直接利害関係のある住民とは，「直近の集落（地区，町内

会，自治会）の住民」を意味すると解すべきであるから，被害がたとえ一部の住民に

しか及ばなかったとしても，被害を受ける当該住民を含めて集落全員に利害関係者と

して申請人適格を認めるのが相当である。 

 さらに，洪水浸水については，平成１７年に林野庁が作成した保安林解除に係る洪

水浸水区域調査（乙第７号証）によると，№２－３の地点では，右岸，左岸とも３㎝

の氾濫水深が想定されており，その場合の洪水の振舞いについて，路面を流れて再び

△川に合流するものとされているが，道路の東側の住宅地に向かって橋が架けられ，

そちら側に傾斜しているので（甲第７４号証，第７５号証参照），水は，橋の上を流

れて住宅地に流れ込む危険があると考えられるのに，そのように流動した場合のその

後の洪水の振舞いについて検討されていない。 

 また，処分庁は，洪水浸水区域調査（乙第７号証）の流域現況図に流域面積を事実

より狭小に報告した疑いがあり，それに基づいた計算により設計された調整池や排水

路には災害を防止する能力が十分に備わっていないおそれがある。 

 本件において，仮に７ha の未算入の流域が存在した場合，安全係数がどのように変

化するかを試算すると，別紙３の流域修正試算書（甲第７２号証）のとおりとなる。
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 当該地区は，○川の上流に当たると思われるが，本件各処分に係る事業継続中に，

いずれの河川に水が流されるか不明であるため，△川，○川の双方において試算して

いる。これによれば，△川の氾濫地点はＮｏ２－２など６地点にのぼるが，これらは

乙第７号証で予想されていない。仮に，Ｎｏ２－２地点とＮｏ２－３地点に絞って論

じると，あふれた水が大量であったときは甲第７４号証の図の水色の矢印に沿って道

路の西側を流れる可能性があり，さらに下流では同図②，③，④の傾斜に沿って道路

東側の住宅地に流れ込む危険性がある。 

 処分庁は，同図①の地点では，グレーチング蓋付の側溝が奏功して工場に水が流れ

込まないとしているが，そのとおりか否か再検討を要するし，○川においても，同様

に，再度の検討を要すると考える。 

 以上のとおり，上記調査結果は，申請人Ｃの申請人適格を否定する根拠とはならな

い。 

    (ｳ) 選定者Ｐ，同Ｑ，同Ｒ，申請人Ｂ，選定者Ｍ及び同Ｎ 

 愛知県瀬戸市ａ町の住宅地は，急傾斜地崩壊危険区域に指定されており，本件開発

許可処分の対象地である本件森林の開発が，隣接地の深部まで掘り下げるものである

ことから，その住宅地に居住する選定者Ｐ，同Ｑ（別紙１地図（乙第１号証）の番号

１４，１５），選定者Ｒ，申請人Ｂ（同地図の番号１６，１７），選定者Ｍ，同Ｎ（同

地図の番号１０，１１）は，災害の被害を受けるおそれがある。また，本件開発が行

われている地域の南東部の約５０ｍほど離れた場所に，「▽幼稚園」があり，選定者

Ｍ及び同Ｎの長男が通園していたところ，上記開発地区から生ずる大量の微粒珪砂を

吸引し，珪肺などの肺疾患に冒される危険がある。 

    (ｴ) 申請人兼選定当事者Ａ及び上記(ｳ)以外の選定者 

 愛知県瀬戸市ｃ町（別紙１地図（乙第１号証）の番号２０）に居住している申請人

兼選定当事者Ａ及び上記(ｳ)以外の選定者は，１０μ以上の浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）

にさらされる危険性がある。また，愛知県において，瀬戸市で結核患者が多発してい

るが（甲第６３号証），これは，粉じんによって珪肺が引き起こされ，珪肺患者は，

結核菌に対する免疫機能が低下していることから，結核に罹患する例が多いものと疫

学的に考えられる。珪砂採掘の露天掘では，大量に粉じんが発生する危険があり，季

節風の吹く冬期には，ｂ町，ａ町，ｃ町は，その風下となること，その採掘予定地か

らわずか５０ｍ風下に上記幼稚園及び老人福祉施設が，やや距離を置いて自動車学校，

商店，工場，住宅等が立地していること，歴史的に珪肺が多発している地域であるこ

とからすると，本件事業区域における珪砂採掘は，新たな珪肺，結核患者を生み出し

かねないものである。 

    (ｵ) 申請人兼選定当事者Ａ外１９名 

 本件保安林のうち，愛知県瀬戸市ａ町××番地の×の保安林から土石流及び洪水が

発生した場合，別紙２「洪水・土石流の流下ルート図」のとおり，○川を流下するこ

とが考えられる。 

 上記流域には，同町３８番地所在（甲第５８号証参照）の申請外Ｖ宅があり（上記

図面の赤線），同宅付近には，申請人Ｂ，同Ｃ，選定者Ｄ，同Ｅ，同Ｇ，同Ｈ，同Ｊ，

同Ｌ，同Ｍ，同Ｎ，同Ｏ，同Ｐ，同Ｑ，同Ｔ，同Ｓ（甲第５９号証），以上１５名及

び申請人兼選定当事者Ａ（甲第５８号証）の共有する立木があり，これら１６名は，

この立木管理のため，同地を訪問した際に土石流及び洪水に遭遇する危険があり，そ

の生命と財産の双方に被害を受ける可能性がある。 

 そして，上記流域には，湿地があり，選定者Ｆ，同Ｉ，同Ｋ，同Ｒの４名は，この

湿地観察のため，同地を訪問した際に土石流及び洪水に遭遇する危険があり，その生

命に被害を受ける可能性がある。 

   イ 本件許可障害事由の有無 

    (ｱ) 災害発生のおそれ等 

 本件保安林の北部一帯で，立木の伐採，除根などが行われたことにより，山腹斜面

には土砂が露出し，大雨などにより，山腹が崩壊する危険性があるにもかかわらず，

沈砂池が設けられたのみで，えん堤など必要な防災施設が設置されていない。これは，

土砂採掘の利便を図るため本来必要な防災施設の設置が後回しになっているものであ
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り，本件保安林指定の目的達成を阻害するものである。 

 また，本件作業許可処分の対象地付近にある愛知県瀬戸市ｄ町では，昭和３２年８

月８日，集中豪雨で大規模な山崩れが発生し，死者２２名を出す大惨事が生じている

（甲第７号証）。その当時，ｄ町付近で採掘事業が営まれており，すり鉢状に掘削さ

れた場所に豪雨による大量の雨水がたまっていたところ，作業員らによるせき止め作

業が一段落したときに，山側斜面の一部が崩落し，土石流がせきを突破して住宅と住

民に被害を与えたものである。 

 本件の開発予定地の北部には，甲第５６号証の「計画地以北の集水域図」の赤枠で

示したとおり，過去の開発により裸地化した原野が広がり，十分な排水施設もないこ

とから，降雨時には，○川に流れ込んでいる（甲第６０号証）。ただし，いずれの河

川に水が流されるか不明であるため，その未算入流域の面積を仮に７haであるとして，

△川，○川の双方において試算すると，△川の氾濫地点が，乙第７号証のＮｏ２－２

など６地点にのぼることは，別紙３流域修正試算書（甲第７２号証）のとおりである。

ところが，本件の開発計画においては，上記の点が十分に考慮に入れられていないた

め，計画予定地外からの大量の雨水が流入する事態に対処することができず，洪水を

惹起するおそれがある。また，このような点からすると，本件の開発計画の貯水池で

保安林の代替施設としての要件を満たしているかどうか疑問である。 

 そして，前記のとおり，本件の開発は，伏流水調査を行うことなく，計画されたも

のであることから，ｂ地区の共同水源の井戸（甲第５４号証）及び申請人Ｃの井戸（甲

第５５号証）の各水源を枯渇ないし水質悪化させるおそれがあり，このことは，森林

法１０条の２第２項２号（水の確保の著しい支障のおそれ）に該当する。 

 加えて，申請人らは，本件開発許可区域からの大量の微粒珪砂の吸引による，珪肺

などの肺疾患に冒される危険にさらされており，このことは，森林法１０条の２第２

項３号（環境の著しい悪化のおそれ）に該当する。 

(ｲ) 本件開発許可処分 

以上のことからすると，本件開発許可処分には，森林法１０条の２第２項１号（土

砂流出等のおそれ），同項１号の２（水害発生のおそれ），同項２号（水の確保の著

しい支障のおそれ）及び同項３号（環境の著しい悪化のおそれ）の各事由が存する。

処分庁は，本件開発許可処分は，平成１４年３月２９日付け１３林整治第２３９６

号農林水産事務次官通知「開発行為の許可制に関する事務の取扱いについて」（乙第

９号証）の技術的助言及び平成１４年５月８日付け１４林整治第２５号林野庁長官通

知「開発行為の許可基準の運用細則について」（乙第９号証）に基づき定めた「林地

開発審査基準」（平成１４年３月２９日付け１３森保第３４０号で一部改正）（乙第

１０号証）により，審査した結果なされたものであって，適法であると主張するが，

争う。 

(ｳ) 本件作業許可処分 

 本件は，平成１２年農林水産事務次官通知に従って作業許可がされている。通知・

通達自体は，行政機関がその監督に服する下級の行政機関を指揮するために発する命

令にすぎず（国家行政組織法１４条２項），平成１２年農林水産事務次官通知自体に

法的拘束力はないから，本件作業許可処分の違法性については，「保安林の指定の目

的の達成に支障を及ぼすと認められる場合」（森林法３４条５項）であるかどうかが

争点なのであって，処分庁の作業許可処分が，平成１２年農林水産事務次官通知に従っ

ているかは争点ではない。 

 ところで，森林法３４条の趣旨は，保安林の所有者に対して厳しい不作為義務を課

すことによって，土砂の崩壊やその他の災害の防止，水源のかん養，公衆の保健機能

の維持（環境保全）を図る点にある。そこで，森林法３４条は，特定の行為には原則

として都道府県知事の許可を要することとし，開発行為などを原則として禁止してい

るのであるから，このような法の趣旨からすれば，保安林として指定されている以上，

いかなる変更行為も禁止されるべきであり，恒久的な土地の形質変更が行われる場合

には保安林の指定解除が行われなければならない。 

 しかしながら，本件では，こうした解除がないまま，解除予定の通知があるとの理

由で，処分庁は，本件作業許可処分を発しているが，これは保安林制度の趣旨に反し，
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違法な許可処分である。森林法２６条１項は，解除要件として，「その指定理由が消

滅したとき」を挙げ，それは，「当該保安林の機能に代替する機能を果たすべき施設

等が設置されたとき，又はその設置がきわめて確実と認められるとき」を指すものと

解されている（昭和４５年６月２日付け４５林野治第９２１号林野庁長官通達）。と

ころが，本件では，①代替施設について代替施設の集水面積に誤りがあり，代替施設

は機能しないこと，②本件保安林は，土砂流出防備林であるところ，代替施設として

は，土砂災害，すなわち，土石流を防止できなければならないが，前記のとおり，申

請人Ｃ宅まで本件開発許可区域から土石流が到達する危険があること，③本件開発許

可区域内には里道が存在するため，代替施設の設置に法的障害が存在すること，④本

件では鉱業法に基づく鉱害による健康又は生活環境に係る被害の発生防止措置（同法

１５条，５３条）が採られていないこと，⑤森林の多様な機能の視点から代替施設の

存在が検討されていないことなどの理由により，上記林野庁長官通達にいう「当該保

安林の機能に代替する機能を果たすべき施設等の設置がきわめて確実と認められると

き」に当たらず，森林法２６条１項の「その指定理由が消滅したとき」ではなく，し

たがって，「保安林の指定の目的の達成に支障を及ぼすと認められる場合」（同法３

４条５項）に当たることになる。前記のとおり，平成１２年農林水産事務次官通知に

従っているだけでは，本件作業許可処分が適法となるものではないというべきところ，

本件作業許可処分は，保安林指定解除の要件を欠き，「保安林の指定の目的の達成に

支障を及ぼすと認められる場合」に当たるにもかかわらず，なされた違法な処分であ

ると言わざるを得ない。 

 なお，本件作業許可処分の根拠とされた保安林指定の予定解除という判断が林野庁

という他機関によってなされているため，それぞれの処分又は判断が別の機関によっ

て決定されたものであるから，作業許可処分（開発許可処分）の取消しのために災害

のおそれを理由とすることには無理があるかのように思われる。しかしながら，処分

庁が本件作業許可処分をした根拠は，平成１２年４月２７日付け１２林野治第７９０

号農林水産事務次官通知「森林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処

理基準について」における「解除予定保安林において，法第３０条又は第３０条の２

第１項の告示の日から４０日を経過した後に当該解除に係る事業等及び代替施設の設

置に関する計画書の内容に従い行う場合」との記載部分であるから，このことは，本

件作業許可処分が本件保安林の解除予定通知と一体不可分のものであることを示して

いる。ところで，本件作業許可処分の根拠となった保安林指定解除（予定）の判断に

ついて，不服裁定を申請し得るならば，申請人らは当然その予定解除の判断に対して

不服裁定を申請するところであったが，この判断の通知は，「処分」ではなく，この

通知に対して森林法上の不服申立てをすることはできないと解されているため，唯一

処分性を持つ本件作業許可処分について不服申立てを行ったのである。 

 そして，本件作業許可処分において，災害のおそれが過少に評価されたことが保安

林指定の予定解除に結び付いた可能性があるから，災害のおそれを理由に本件作業許

可処分を取り消すことは，認められてしかるべきであると考える。 

 処分庁の「本件許可障害事由の有無」に関する主張のうち，「鉱物採掘過程におけ

る災害発生の蓋然性について」に関する主張は，争う。 

   ウ 本件各処分のその他の違法事由の有無 

 本件各処分には，以下の違法事由が存在する。 

    (ｱ) 大量の粉じんが飛散するおそれがあること。 

 一般に，人権侵害をもたらす行政処分は，違法である。本件開発許可処分による開

発（珪砂採掘）により，微粒珪砂を中心とする大量の粉じんが飛散し，住民の健康を

害するおそれがあるから，本件各処分は違法である。 

    (ｲ) 本件の開発行為によって自然破壊や文化遺産の破壊がもたらされること。 

 本件の開発行為によって自然破壊や文化遺産の破壊がもたらされる。これらの公共

物を破壊する本件各処分は，公共性の要件を欠き違法である。 

  2) 処分庁の主張 

   ア 申請人らの申請人適格の有無 

    (ｱ) 申請人らが申請人適格があることについて主張・立証責任を負っていること。 

 7



 申請人らに申請人適格があると言えるためには，本件各処分ごとに，取消しを求め

る理由及び根拠となるべき規定との関係に従って個別具体的にその適格の有無が明ら

かにされなければならない。すなわち，当該規定によっていかなる法的利益が保護さ

れているのか，申請人らがその保護された利益の主体であるのか，その法的利益が本

件各処分によりどのような影響を受ける可能性があるのかといった点について，申請

人らは，主張・立証責任を負っているのである。 

 しかるに，申請人らが本件裁定申請において，主張している事由は，いずれも，申

請人らの申請人適格を基礎付けるものとは言えないか，あるいは，その有無が明らか

にされているとは言えないものである。 

    (ｲ) 本件開発許可処分について 

a. 申請人適格の考え方について 

 森林法１０条の２第２項１号及び同項１号の２が，仮に，周辺住民の生命・身体

の安全を個々的な利益として保護していると解するとしても，それは，当該開発行

為の規模・内容，当該開発区域及びその周辺の地形，地盤，河川等の状況等を総合

的に考慮し，開発行為が誤ってなされた場合には土砂の流出又は崩壊，水害等によ

り生命・身体等に直接的な被害を受けることが予想される範囲の地域に居住する者

が対象とされているというべきである（最高裁平成１３年３月１３日第三小法廷判

決・民集５５巻２号２８３頁参照）。しかるに，申請人らは，この点を何ら明らか

にしていない。 

b. 森林法１０条の２第２項２号（水の確保）について 

 森林法１０条の２第２項２号の「水の確保」という要件は，公益を一般的に保護

しているものであって，周辺住民の個々人の個別具体的な利益を保護しているもの

ではない（前掲最高裁平成１３年３月１３日第三小法廷判決参照）。「水の確保」

とは，極めて抽象的な概念であって，それだけでは直ちに誰にどのような「水」を

確保すべきか，どのような手段をもって「確保」すべきか等は直ちに明らかとはな

らないと言わざるを得ないからである。こうした抽象的な要件を定めた規定は，「水

の確保」を一般的な公益として保護しているものであって，個々人の個別的利益は

公益に吸収解消されているというべきである。 

 小田急最高裁判決は，行政事件訴訟法９条１項にいう「法律上の利益を有する者」

とは，「当該処分を定めた行政法規が，不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公

益の中に吸収解消させるにとどめず，それが帰属する個々人の個別的利益としても

これを保護すべきものとする趣旨を含むと解される場合」に，このような利益もこ

こにいう法律上保護された利益に当たるとしているにすぎないから，森林法１０条

の２第２項２号の「水の確保」のように，専ら一般的な公益の保護を目的としてい

ることが明らかであるときは，小田急最高裁判決の説示によったとしても，当該処

分の名宛人以外に当該処分を争う原告（申請人）適格は，認められないというべき

である。 

c. 森林法１０条の２第２項３号（環境の著しい悪化のおそれ）について 

 森林法１０条の２第２項３号の「当該森林の周辺の地域における環境を著しく悪

化させるおそれ」という要件を定めた規定は，良好な環境の保全という公益的見地

から開発許可の審査を行うことを予定しているものであって，周辺住民等の個々人

の個別的利益を保護する趣旨を含むものとは解されないというべきである（前掲最

高裁平成１３年３月１３日第三小法廷判決参照）。したがって，森林法１０条の２

第２項３号に基づく申請人適格は，申請人らには認めがたいというべきである。 

 ところで，小田急最高裁判決は，処分の相手方以外の者について法律上保護され

た利益の有無を判断するに当たっては，当該法令と目的を共通にする関係法令の趣

旨及び目的をも参酌することを求めているので，本件で関係法令とされる可能性の

ある法令について検討する。 

（環境基本法について） 

 環境基本法は，「環境の保全について，基本理念を定め，並びに国，地方公共団

体，事業者及び国民の責務を明らかにするとともに，環境の保全に関する施策の基

本となる事項を定めることにより，環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に
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推進し，もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するととも

に人類の福祉に貢献する」ことを目的とした法律（同法１条）であり，個別具体的

なレベルでの「環境」あるいは「環境の保全」を取り扱っているものではなく，高

度に抽象的なレベルでの「環境」あるいは「環境の保全」を取り扱っているもので

あるから，環境基本法から，具体的な主体や内容を想定した「環境」あるいは「環

境の保全」を直ちに導出することは，同法の趣旨を超えるものと解される。 

 したがって，環境基本法は，抽象的・政策的な理念・責務を謳ったものであり，

小田急最高裁判決にいう，原告適格の有無を判断するに当たっての「関係法令」に

は該当しないものと解される。 

（鉱山保安法について） 

 また，鉱山保安法は，主に鉱山労働者の生命・健康への危害を防止するための，

職場における労働者の安全と健康を確保すること等を目的とする労働安全衛生法の

特別法としての性格を有している（最高裁平成１６年４月２７日第三小法廷判決・

民集５８巻４号１０３２頁）。 

 そして，鉱山保安法５条及び８条を受けた鉱山保安法施行規則（平成１６年経済

産業省令第９６号）１０条は，「粉じんの処理」に関し，鉱業権者が講ずべき措置

を定めているが，これらの規定は，鉱山で鉱業に従事する労働者への粉じんによる

被害を防止し，鉱山労働者の作業環境の管理や改善を意図したものであることは明

らかであって，鉱山の周辺地域の住民への粉じんの影響を前提として鉱業権者が講

ずべき措置については想定していないと解される。 

 また，小田急最高裁判決が，当該事件の原告らの一部につき原告適格を肯定した

論拠の一つは，都市計画法と当該事件において「関係法令」とされた法令との間で，

明文上相互の関連性が示されている点（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

１３条１項，東京都環境影響評価条例（昭和５５年東京都条例第９６号。平成１０

年東京都条例第１０７号による改正前のもの）４５条参照）にある。しかしながら，

森林法と鉱山保安法との間には，規定の引用等の明文上の関連性はない。 

 このようなことからすると，鉱山保安法と森林法１０条の２第２項３号とは，趣

旨・目的が共通であるかは疑問であり，「関係法令」として参酌することは適切で

はないというべきである。 

 なお，申請人らは，鉱山保安法８条２号において，「土地の掘削」が規定されて

いることを指摘しているが，これは鉱山保安法の趣旨に照らせば，坑内での落盤，

陥没等の事故から鉱山労働者を保護することを主に想定していると解するのが自然

であり，仮に，鉱山保安法施行規則２５条２号で規定する「崩壊又は土砂流出，石

油の湧出，汚濁水流出等の鉱害を防止するための措置」が，周辺地域の住民の個別

的利益をも保護する目的を含んでいるとしても，申請人らは，いずれも，本件事業

区域に起因する土砂流出の影響を受ける可能性はなく（後記(ｴ)［個別的反論］参

照），「当該処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害され，又

は必然的に侵害されるおそれのある者」には該当しない。 

（大気汚染防止法について） 

 大気汚染防止法１条は，「工場及び事業場における事業活動……に伴うばい煙，

揮発性有機化合物及び粉じんの排出等を規制し，……大気の汚染に関し，国民の健

康を保護するとともに生活環境を保全し，……被害者の保護を図る」ことを目的と

しており，森林法１０条の２第２項３号と趣旨目的を共通するようにも考えられる。

しかしながら，大気汚染防止法は，粉じんに関し，「一般粉じん発生施設の設置等

の届出」（同法１８条），「基準遵守義務」（同法１８条の３），「計画変更命令

等」（同法１８条の８）等の規定に照らしても，事業者に対する規制を内容として

おり，他方，森林法１０条の２第２項３号は，行政庁が開発許可を審査する際の要

件を規定したものであって，法規の規制の態様が異なっており，趣旨が同一とは言

い難いのである。 

（小括） 

 以上のとおり，小田急最高裁判決で指摘している「関連法令」に，①環境基本法，

②鉱山保安法，③大気汚染防止法のいずれも該当しないというべきであるから，申
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請人らの申請人適格は認められないというべきである。 

    (ｳ) 本件作業許可処分について 

 森林法３４条２項及び５項は，保安林における「土地の形質を変更する行為」につ

いて都道府県知事の許可を要するものとしているが，平成１２年４月２７日付け１２

林野治第７９０号農林水産事務次官通知「森林法に基づく保安林及び保安施設地区関

係事務に係る処理基準について」の第４の２の（２）のア（乙第１９号証）で，「申

請に係る行為が次のいずれかに該当する場合には，法第３４条第２項の許可をしない

ものとする。ただし，解除予定保安林において，法第３０条又は第３０条の２第１項

の告示の日から４０日を経過した後（法第３２条第１項の意見書の提出があったとき

は，これについて同条第２項の意見の聴取を行い，法第２９条に基づき通知した内容

が変更されない場合又は法第３０条の２第１項に基づき告示した内容を変更しない場

合に限る。）に当該解除に係る事業等及び代替施設の設置に関する計画書の内容に従

い行う場合……は，この限りではない。……」とされている（上記平成１２年農林水

産事務次官通知以前の取扱いは，昭和４５年６月２日付け４５林野治第９２１号林野

庁長官通知「保安林及び保安施設地区の指定，解除等の取扱いについて」（最終改正

平成７年１０月３１日付け７林野治第３０６８号）（乙第２７号証）によっていたが，

これには，本件における上記の審査基準と実質的な相違はない。）。 

 これは，保安林につき，森林法２６条の解除事由が存在し，同法２７条以下の解除

に必要な手続も終了していた場合には，形式的には解除はされていないものの，実質

的には当該保安林についての保安林の指定の目的は消滅しており，形質変更行為の許

可を行っても，当該保安林の指定の目的の達成に支障を及ぼすことはないためである。

したがって，申請を受けた都道府県知事は，作業許可申請の内容が当該解除に係る事

業等及び代替施設設置に関する計画書の内容に従っているか否かを審査すれば足りる

のである。 

 こうした森林法３４条２項の規定の趣旨からすれば，同項が処分の相手方以外の周

辺地域の住民の個別的利益をも保護しているとは解されないことは明らかである。 

 このことは，森林法では，保安林の指定又は解除の処分については，直接の利害関

係を有する者について，意見書の提出等の保護規定が定められているのに対し（同法

２７条，３２条），本件作業許可処分の根拠規定である同法３４条２項に規定する処

分については，こうした保護規定は設けられていないことからもうかがえる。 

 そして，申請人らが争っているのは，本件作業許可処分の適否であり，保安林の指

定の解除に関する処分の効力を争っているものではない以上，処分の根拠となる規定

はあくまで森林法３４条２項及び５項であるから，本件作業許可処分に関し，申請

人らには申請人適格がないことは明らかである。なお，森林法３４条２項に基

づく許可申請の内容が，「当該解除に係る事業等及び代替施設の設置に関する

計画書の内容」に合致していないと判断される場合は，申請は許可されないこ

とになるが，この処分に対しては，処分の申請者は，同法１９０条１項に基づ

く不服の申請の機会があるので，同条の趣旨が没却されるものではない。他方，

上記のとおり，森林法３４条２項及び５項が付近住民の個別的利益まで保障し

ているとは解されない以上，付近住民らが同項に基づく処分に対する不服の申

請をし得ないことになるが，このことは，同法１９０条１項に照らしても何ら

不当ではない。 

仮に，森林法３４条２項及び５項の規定が処分の相手方以外の周辺地域の住

民の個別的利益をも保護する目的を含んでいるとしても，後記(ｴ)（個別的反論）のと

おり，申請人らには，本件作業許可処分により土砂流出や水害の影響を受ける可能性

はなく，申請人適格はないのである。また，本件のように，森林法２７条以下の保安

林解除の手続が終了し，実質的に保安林の指定の目的が消滅している場合，保安林の

解除に直接の利害関係を有する者といえども，同法３４条２項に基づく許可について，

同法１９０条１項に基づく不服の申請を認める実益は認められないから，申請人らは，

申請人適格を欠くというべきである。 

    (ｴ) 個別的反論 

 a. 過去の災害事例について 

 10



 本件事業区域周辺における過去の大きな災害事例としては，ア 申請人らが指摘

している昭和３２年８月８日に発生した山崩れ，イ 平成１２年９月のいわゆる東

海豪雨の際に発生した事象がある。 

a) アの事象は，本件事業区域から３００ｍ以上南西に離れた地点（乙第１号証，

第２号証）であり，本件事業区域を含んだ丘陵部から離れた場所である。この場

所には，昭和３２年当時，山元で原料としての鉱物（珪砂，陶土）を選別したと

きに出る廃土である「ハネ土」が積み上げられて山状を呈していたところ，同年

８月７日から８日にかけての集中豪雨で，集積されていた「ハネ土」が崩れ落ち

たものであり，天然自然に存在する「山」が崩れた一般の山崩れとは全く性質を

異にする。今回の事業計画では，事業地内及び隣接地でハネ土，表土の堆積は行

わないほか，採掘終了後の埋め戻し計画高は，残る地山の計画高よりも低く計画

されている等，上記当時の条件とは全く異なっている。 

 このように，昭和３２年発生の「山崩れ」は，一般の山崩れとは全く態様や性

質が異なっているため，本件の土砂崩れ等を推認させる過去の事例として検討す

べき意味がないというべきである。 

b) イの事象は，平成１２年９月１１日から翌１２日未明にかけて，名古屋を中心

に観測史上未曾有の雨量を記録した天災である。こうした未曾有の東海豪雨の際，

本件事業区域の近辺で小規模な地盤の崩れ，法面の崩れ等が４か所あったと報告

されているが，いずれも本件事業区域とは無関係な場所で発生した小規模なもの

でしかない（乙第５号証）。しかも，いずれも本件事業区域とは２００ｍ以上離

れた場所で，地形的にも本件事業区域とは尾根や丘陵を異にする丘状の場所ある

いは離れた平地での事象である上，その規模も，道路の脇が崩れたり，法面が崩

れそうになったりしたという程度のものであって，多量の降雨があれば，場所に

かかわらず生ずる珍しくはない程度の「崩れ」が数か所みられただけにすぎず，

いわゆる「山崩れ」や「がけ崩れ」と評されるべきものとは異なっていた。この

ように，観測史上例のない集中豪雨の際も，本件事業区域に基因する土砂災害や

水害は発生しなかったのであり，本件事業区域に基因して土砂や水害による災害

が発生する可能性はないと考えられる。 

b. 申請人らの居住地について 

a) まず，選定者のうち，Ｄ（愛知県ｅ市），Ｆ（愛知県ｆ市），Ｇ（愛知県ｇ市），

Ｈ（愛知県ｈ市），Ｉ（愛知県ｅ市），Ｊ（愛知県ｉ市）の６名については，そ

もそも瀬戸市以外に居住している者であって，本件事業区域の一番近くに居住し

ているＦですら，直線距離で約１５㎞も離れている。これら６名については，お

よそ本件の申請人適格が存しないことは言うまでもない。 

b) 次に，選定者のうち，Ｅ（瀬戸市ｊ町）は約４㎞，Ｋ及びＬ（瀬戸市ｋ町）は

約４．５㎞，Ｏ（瀬戸市ｌ町）及びＳ（瀬戸市ｍ）は約３．１㎞，Ｔ（瀬戸市ｎ

町）は約５㎞，いずれも本件事業区域から離れて居住している。こうした位置関

係からすれば，これら６名について，本件事業区域に基因する土砂の流出や水害

等の影響を受ける地形的機序は到底想定し難く，本件の申請人適格が存しないこ

とが明らかである。 

c) 申請人兼選定当事者Ａの居住地（瀬戸市ｃ町）は，本件事業区域と直近でも約

３７５ｍ離れた平地にあるだけでなく，本件事業区域の影響を受ける河川も近傍

にない。したがって，本件事業区域内での事象に基づいて土砂や水害による影響

を受ける地形的機序は，想定し難く，その可能性がないことが明らかであって，

同人についても，本件各処分を争う申請人適格は存しないというべきである。 

d) まず，申請人Ｂ及び選定者Ｒ，同Ｍ及び同Ｎ，同Ｐ及び同Ｑについては，本件

作業許可処分に係る区域の大半（事業区域の西部）とは，尾根を異にする本件事

業区域の東部の方面に居住している。このため，仮に本件事業区域の西部で土砂

流出等が発生しても流出方向が異なるため，土砂流出等の影響を受ける可能性は

あり得ない。したがって，これら６名について，本件作業許可処分を争う申請人

適格は存しないというべきである。 

 次に，本件開発許可処分については，対象となる区域，特に残置森林を除いた
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掘削の対象となる区域において土砂流出等が生じると仮定しても，流出土砂は本

件事業区域内に存在する谷に流れ落ちていく（乙第１号証）ことが地形的に明ら

かであるため，これら６名の居住地に到達する可能性はあり得ない。さらに，水

害のおそれについては，これら６名の居住地がいずれも○川より相当に高い地点

に位置しているため，○川の増水等の影響を受ける可能性もない。すなわち，こ

れら６名の居住地付近の○川の高さは標高１３０ｍ以下であるのに対し，選定者

Ｒ及び申請人Ｂの居住地は標高１４０ｍ超，その他の４名は，○川から約１７５

ｍも離れている上に標高１６０ｍないし１７０ｍの高さにある地点に居住してお

り，いずれも○川より約１０ｍないし４０ｍ高い地点であるから，○川の増水等

の影響を受ける可能性がないことは明らかである。 

 しかも，未曾有の雨量を記録した東海豪雨の際においてすら，○川で水害が生

じた事実はないのである。 

 したがって，これら６名は，本件事業区域に起因する土砂災害や水害を受ける

可能性はなく，本件開発許可処分を争う申請人適格を有しないことは明らかであ

る。 

e) まず，申請人Ｃの居住地は，本件開発許可処分に係る区域からは，約３００ｍ

の距離を有しているだけでなく，方角的に当該区域とは尾根を異にする方向に位

置している。したがって，本件開発許可処分に係る区域で掘削が行われたとして

も，およそ何らかの影響を受ける可能性は存しないのであって，同申請人は，本

件開発許可処分を争う申請人適格を有しないことが明らかである。 

 次に，申請人Ｃの居住地は，本件作業許可処分に係る区域に対して，１２５ｍ

もの距離を有している（乙第８号証）。また，申請人Ｃの居住地から南東方向に

丘陵部があるが，この丘陵部は本件事業区域ではなく，この丘陵部から本件事業

区域に起因する土石流が発生するような事態はあり得ない。そして，本件作業許

可処分の対象となる区域内において，仮に申請人Ｃの居住地方向に向かって土砂

流出が発生したとしても，勾配の平坦な谷底（乙第１号証の保安林内作業許可区

域で「ｂ町」と記されている付近）で流れは止まってしまい，本件事業区域外の

申請人Ｃの居住地まで到達する可能性は考えられないのである。さらに，申請人

Ｃの居住地から△川上流部方向は勾配の緩い平坦な地形であって，急激な流水が

生じることも到底考え難い上，未曾有の東海豪雨の際も△川で水害が発生した事

実はない。このように，申請人Ｃについても，本件事業区域に起因する土砂流出

や水害の影響を受ける可能性は存しないのであって，本件作業許可処分を争う申

請人適格は認められるべきでない。 

 以上の点を専門的観点から検討した独立行政法人森林総合研究所作成の調査報

告書（乙第６号証）によると，以下のとおり，本件事業区域内で土砂の流出が発

生しても，申請人Ｃは，その影響を受ける可能性はなく，また，洪水浸水に関し

ても，林野庁のした調査結果（乙第７号証）によると，その影響を受ける可能性

はないというべきである。 

（土砂流出について） 

 上記調査報告書では，愛知県瀬戸市ｂ町及びａ町に位置する保安林を対象とし，

申請人Ｃについて問題となるのは，Ｂ及びＣブロックであるところ，過去の事例

を基に，崩壊幅を約２０ｍ，崩壊長を５０ｍとして推定した崩壊規模約５００㎥

を目安とすると，安全率を２倍とした場合の体積１０００㎥の等価摩擦係数の値

は約０．３となるが（保全対象が崩壊発生地点から等価摩擦係数０．３の範囲外

にあれば，崩壊の到達範囲外にあると推定される。），Ｃ２渓流出口付近におい

て約０．３があるほかは，いずれも０．２以下の等価摩擦係数となり，想定した

安全率２倍とした１０００㎥の崩壊が発生したとしても，崩壊土砂は，渓流出口

に到達しないこととされた。なお，乙第３５号証の図１と，乙第６号証の図－６

との関係であるが，乙第３５号証の図１は，乙第６号証の図－６に，土質等の事

情から本件の先例として検討することが適切でないと考えられる例外的な事例を

除き，崩壊事例を追加したもので，より安全側に配慮して考えるという立場から，

等価摩擦係数の下限をもって，崩壊規模と等価摩擦係数との関係を示したもので
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ある。乙第３５号証の図１の崩壊規模と等価摩擦係数の相関関係を示すラインは，

崩壊事例の追加の結果として，乙第６号証の図－６に比べ，全体的に若干下降し

た。しかし，乙第６号証の図－７によると，Ｃ２渓流出口付近の１か所を除けば，

本件で検討した範囲の等価摩擦係数は，０．２を下回っており，また，Ｃ２渓流

出口付近は，乙第６号証の図－７の等価摩擦係数（約０．２８）から，約１６度

の勾配であるが，Ｃ２渓流出口付近のように粗粒の堆積物がある場所で，実際に

崩壊発生の可能性が考えられるのは，勾配が３０度以上の斜面であるから（土や

砂の塊が自然に作る斜面の傾斜と水平面との角の最大の角度を安息角といい，粗

土の安息角は，一般に，３０度程度である。），約１６度の勾配であるＣ２渓流

出口付近で崩壊を発生させることは極めて困難であると考えられ，乙第３５号証

の図１の崩壊規模と等価摩擦係数との相関関係を基準としても，乙第６号証の結

論（Ｃブロックの渓流出口に表層崩壊の土砂が到達しないこと）は左右されない

というべきである。 

 さらに，最近の研究では，林帯の土砂緩衝機能として，渓流途中のリターのも

つ粗度により流速が低減される上，濾過効果により土砂が捕捉されることが明ら

かとなっているところ，Ｂ及びＣブロックの流域内の３地点において落葉層の密

度調査を行った結果，３地点ともほぼ５００～７００ｇ／㎡のリターを有してお

り，残存林帯が５０ｍ残されることから，土砂流出に対する緩衝機能を十分有し

ているものとされた。以上の点を踏まえ，上記調査報告では，「Ａ，Ｂ，Ｃブロッ

クにおいては，豪雨等による表層崩壊が発生しても渓流の出口までは直接到達し

ないこと，並びに渓流途中の緩衝帯としての機能が期待される残存林帯は，その

後の土砂流出に対して充分な緩衝機能を有する」との結論を示しており，その判

断は合理的であるから，本件事業区域において表層崩壊が発生しても，それは事

業区域内にとどまり，その範囲外には到達しないことが科学的に裏付けられている。

（洪水浸水について） 

 平成１７年に林野庁が作成した保安林解除に係る洪水浸水区域調査（乙第７号

証）によると，最大洪水流量が現況流下能力（流下可能流量）を超え，溢水する

地点は，保安林解除に係る洪水浸水区域調査検討地点（乙第８号証）に示す３か

所（№２－３，№３－６，№３－８）である。№２－３の地点は，申請人Ｃの居

住する地点より上流に位置するが，№２－３よりは下流で申請人Ｃの居住する地

点よりは上流に位置する№２－４，№２－５では溢水しない（№２－５の流下可

能流量を算定する上で，測定した地点及びその断面図は，乙第２５号証のとおり。）

から，№２－３の地点で一時的・局所的に溢水が発生しても，申請人Ｃの居住す

る地点には影響がないものと考えられる。また，№３－６及び№３－８の各地点

は，いずれも申請人Ｃの居住する地点より下流であるため，影響がないことが明

らかである。 

 したがって，申請人Ｃは，仮に本件事業区域に起因する洪水浸水が発生したと

しても，その影響を受ける可能性がないというべきである。 

 申請人らが主張する７ha（甲第７２号証）の未算入流域がどの範囲に属するか

は明確ではないが，申請人らが未算入地域としていると推測される甲第５６号証

の赤枠で示された区域（以下「当該区域」という。）から甲第５７号証の集水区

域①の区域に雨水が一部流入している可能性があることは認める。 

 しかし，当該区域の面積は，処分庁が行ったプラニメーターによる図上求積で

は，約３．５ha にすぎず，申請人らの主張する未算入流域の面積は過大である上，

当該区域からは，甲第５７号証の集水区域⑰の区域に流入している雨水もあり，

当然に集水区域①に含まれるべきものとも言えないのである。なお，当該区域の

雨水は，すべて○川上流に流入し，△川に流入することはない。 

      c. 災害危険区域と申請人らの居住位置関係について 

 土砂災害危険箇所マップ（甲第２号証の１）において，土石流危険渓流の指定区

域内に居住する申請人らはおらず，急傾斜地崩壊危険箇所の指定区域の中に居住す

る申請人は，申請人Ｃのみである。ところで，申請人Ｃの居住地が含まれる急傾斜

地崩壊危険箇所は，箇所番号１１０２８２（甲第２号証の１）であり，傾斜度３０
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度以上，高さ５ｍ以上の急傾斜地で被害想定区域内に人家が５戸以上（５戸未満で

あっても官公署，学校，病院，駅，旅館等のほか社会福祉施設等の災害弱者関連施

設のある場合を含む。）ある場所として，指定されている。当該地点で崩壊の危険

が想定されている急傾斜地は，乙第２６号証の図面の１１０２８２の箇所であるが，

本件事業区域の範囲外であるほか，尾根も異にしている。なお，当該急傾斜地崩壊

危険箇所はすべて，本件に係る保安林解除申請の事業区域（本件作業許可区域）の

範囲外である。 

 したがって，本件事業区域における掘削等の影響を受けるものではなく，本件各

許可処分によって崩落の危険が高まることはない。 

d. 申請人らが大気汚染にさらされる可能性について 

 このほか，申請人らは，１０μ以上の浮遊粒子状物質による大気汚染にさらされ

る可能性があるとも主張しているが，本件事業区域で珪砂の掘削を行った場合，周

辺の大気環境を著しく悪化させるようなおそれがどのような機序で生じ得るのかは，

何ら明らかでない。そもそも珪砂の掘削事業が周辺の大気環境を著しく悪化させた

との報告はいまだかつてなく，申請人らの指摘には何の根拠も存しない。 

 こうした点をおいても，珪砂の選鉱を行わず，火薬による岩盤等の破壊を伴わな

い掘削方法を用いる本件では，浮遊粒子状物質が発生しにくいほか，基準を満たす

残置森林も周囲に配置していることから，周辺への粉じんの影響はほとんど考慮す

る必要がない。 

 申請人らは，瀬戸市で結核患者が多発していると主張する。しかし，結核は，結

核菌による感染症であって，発症の機序からいえば，窯業が発症原因になることは

あり得ないし，また，窯業が結核の発症リスクを高めるという科学的な機序は確立

されていないのであるから，愛知県結核予防計画（甲第６３号証）の記述も，窯業

を結核の発症原因として示しているものではないと解される上，窯業に直接従事し

ている者と，窯業に係る事業所の周辺に居住している者とでは，その負うリスク（結

核の発症に限られない）が異なることも明らかである。さらに，申請人らは，本件

事業区域から直近でも１２５ｍ以上離れており，しかも，残置森林が少なくとも５

０ｍの幅で配置されていること，瀬戸市内２か所における浮遊粒子状物質及び降下

ばいじん量の近年の測定結果は，環境基準を満たすなど，いずれも良好なものであ

ること（乙第１７号証，第１８号証）をも併せ考えると，申請人らの上記主張は，

合理性がないことは明らかである。 

 以上のとおり，本件事業区域における掘削によって周辺の大気環境を著しく悪化

させるおそれは，およそ認められないものであり，この点は，申請人らすべてにつ

いて申請人適格を基礎付けるものではないというべきである。 

   イ 本件許可障害事由の有無 

  申請人らが主張する本件許可障害事由に該当する事実は，いずれも存在しない。 

（本件開発許可処分の適法性について） 

 愛知県では，林地開発許可の申請内容が，森林法１０条の２第２項の要件を満たして

いるか否かについて，平成１４年３月２９日付け１３林整治第２３９６号農林水産事務

次官通知「開発行為の許可制に関する事務の取扱いについて」の技術的助言及び同年５

月８日付け１４林整治第２５号林野庁長官通知「開発行為の許可基準の運用細則につい

て」（乙第９号証）に基づき定めた「林地開発審査基準」（同年３月２９日付け１３森

保第３４０号で一部改正）（乙第１０号証）により，審査している。本件林地開発許可

申請書（乙第１１号証）の審査結果は，林地開発許可申請審査調書（乙第１２号証）の

２のとおりである。 

 「一般的事項」（乙第１０号証）として，①計画内容の具体性，②開発行為に係る森

林について開発行為の実施の妨げとなる権利を有する者の同意等，③開発行為又は開発

行為に係る事業の実施についての法令等の許認可等，④信用等，⑤開発行為の規模，⑥

全体計画との関連，⑦他の土地利用に一時的に供する場合の事後措置，⑧周辺地域の森

林施業に対する配慮，⑨周辺地域の住民の生活及び産業活動への配慮，⑩残置し又は造

成した森林又は緑地の適正維持管理のいずれの要件も満たすものとされた。 

 他方，「技術的基準（災害の防止，水害の防止，水資源の確保，環境の保全）」（乙
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第１０号証）として，①災害の防止（森林法１０条の２第２項１号関係）の要件のうち，

ａ．切土，盛土，捨土関係，ｂ．擁壁，法面関係，ｃ．沈砂池関係，ｄ．排水施設関係，

ｅ．洪水調節施設関係のいずれの要件も満たすものとされた。②水害の防止（森林法１

０条の２第２項１号の２関係）の要件として，洪水調節施設関係は要件を満たすものと

された。さらに，③水の確保（森林法１０条の２第２項２号関係）の要件については，

本件では，飲用水，かんがい用水等の水源として水量を確保する必要性はないことから，

取水に係る施設の設置の必要はなく，また，本件の工事中，工事後とも沈砂池が設置さ

れ，水質悪化防止に努める計画となっており，この基準を満たすものと判断された。④

環境の保全（森林法１０条の２第２項３号関係）の要件として，ａ．相当面積の森林又

は緑地の残置又は造成，ｂ．騒音，粉じん等の著しい影響の緩和，風害等からの周辺の

植生の保全等の必要がある場合には，開発行為をしようとする森林の区域内の適切な箇

所に必要な森林の残置又は必要に応じた造成が行われること，ｃ．景観の維持に著しい

支障を及ぼすことのないように適切な配慮がなされていること等のいずれの要件も満た

すものとされた。そして，「開発行為の施工工程」（乙第１１号証）も，適切と判断さ

れた。 

 以上のとおり，本件森林の開発行為に係る許可申請は，森林法１０条の２第２項１な

いし３号の各号のいずれにも該当しないため，これを許可したものであって，適法である。

（本件作業許可処分の適法性について） 

 本件作業許可処分は，平成１６年１０月２２日付け愛知県告示第７８１号による解除

予定保安林においてなされたものである。本件作業許可処分に係る申請の適否の判定は，

前記の平成１２年４月２７日付け１２林野治第７９０号農林水産事務次官通知「森林法

に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準について」の第４の２の（２）

のア（乙第１９号証）に基づき，当該解除に係る事業等及び代替施設の設置に関する計

画書の内容に従っているものとして，適切と判断されたものである。すなわち，本件作

業許可処分に係る保安林については，保安林解除についての処分庁は林野庁であり，農

林水産大臣から愛知県知事あてに，平成１６年１０月７日付け１６林整治第１４号（乙

第２０号証）で保安林の指定の解除に関する予定通知がなされた。これを受け愛知県で

は，同月２２日付け愛知県告示第７８１号をもって，解除予定保安林として愛知県公報

第２１１９号（乙第２１号証）に告示した。この後，異議意見が提出され意見聴取会が

開催されたが，平成１７年４月２５日付け１７林整治第２３８号（乙第２２号証）で平

成１６年１０月７日付け１６林整治第１４号の保安林の指定の解除に関する予定通知の

内容を変更しない旨，農林水産大臣から愛知県知事あてに回答がなされた。 

この結果を受け，本件の事業者である申請外Ｕから平成１７年４月２７日付けで本件

作業許可処分に係る申請書（乙第２３号証）が，処分庁である愛知県知事に対して提出

された。そして，処分庁では，前記の基準に従い，申請の内容が当該解除に係る事業等

及び代替施設の設置に関する計画書の内容に従っているか否かを審査した。本件作業許

可処分に係る申請書（乙第２３号証）の森林の所在地，行為に係る保安林の面積，保安

林の転用の目的は，保安林解除申請書のとおりであった（乙第２４号証）。また，本件

作業許可処分に係る保安林内作業許可申請書における行為の方法は，鉱物の採掘に係る

保安林の転用及び代替施設の設置とされ，詳細は保安林解除申請書のとおりとされてい

た。これらの行為を端的に示しているのが，同保安林内作業許可申請書に添付されてい

る事業施設配置図兼代替施設配置図（採掘事業中，後）（乙第２３号証・附属図）であ

るが，これらは保安林解除申請書に添付されている防災・排水計画平面図（採掘事業中，

後）（乙第２４号証・附属図）と合致している。 

以上のことから，本件作業許可処分に係る申請の内容が保安林解除申請書の事業等及

び代替施設の設置に関する計画内容に従っていると判断されたため，本件作業許可処分

に係る申請に対し，平成１７年５月１２日付けで許可されたものである。 

したがって，本件作業許可処分に何ら違法な点はない。 

（鉱物採掘過程における災害発生のおそれについて） 

 鉱物採掘事業の一般的な手順は，①伐採（採掘予定地に生えている樹木の伐採，撤去），

②表土除去（抜根を含む。），仮設沈砂池設置（目的物の鉱物を覆う表土を取り除き，

その際，表土除去の支障となる切り株を根を含めて取り除く作業を並行して行う。また，
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表土除去の早い段階で土砂流出防止や水質の悪化の防止を目的に仮設沈砂池を設置す

る。），③鉱物採掘（表土除去後，鉱物層に沿って採掘する。），④埋め戻し，植栽（採

掘終了後，計画地盤高まで運搬土砂で埋め戻し，高木性樹種を植栽する。）である。い

ずれの手順についても，災害発生の可能性について十分な配慮がされることから，その

災害発生可能性は著しく低いものと考えられる。上記①の伐採の段階で，樹冠（木の枝

や葉が密集している部分）がなくなるため，降雨時の土砂流出量は増えるが，根系によっ

て表土の安定が保たれているため，直ちに表層崩壊の危険が増加するものとはいえない

上（乙第３６号証参照），最終的には，上記②の表土除去等の段階に至り，表層崩壊の

原因となる表層土そのものが除去されてしまうことにより，表層崩壊の危険性そのもの

が消滅あるいは著しく低減されるのであるから，鉱物採掘過程における災害発生の蓋然

性は，著しく低いものと言わざるを得ない。 

   ウ 本件各処分のその他の違法事由の有無 

申請人らが主張する違法事由に該当する事実は，いずれも本件各処分の違法事由たり

得ないものである。 

第３ 争点に対する判断 

 １ 申請人らの申請人適格の有無 

 本件は，申請人らが，処分庁が申請外Ｕの申請に対してした，森林法１０条の２第１項及び

２項による本件開発許可処分並びに同法３４条２項及び５項による本件作業許可処分の各取消

しを求める事案である。そこで，まず，申請人らの本件開発許可処分についての申請人適格の

有無を判断し，次に，申請人らの本件作業許可処分についての申請人適格の有無を判断する（な

お，証拠は，認定事実ごとに掲記することとする。）。 

  1) 本件開発許可処分の申請人適格の有無 

   ア 森林法１０条の２第２項１号（土砂流出等のおそれ）又は同項１号の２（水害発生のお

それ）と申請人適格 

    (ｱ) 申請人適格の考え方について 

 鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律（昭和２５年法律第２９２号。以

下「土地利用調整法」という。）２５条以下の不服裁定の申請について，土地利用調

整法には，その申請人適格を定める規定は存しない。しかしながら，土地利用調整法

は，鉱業，採石業又は砂利採取業と一般公益又は農業，林業その他の産業との調整を

図る必要がある場合の行政処分の取消しに関する特則的な法律といってよいから，申

請人適格については，土地利用調整法に規定がない以上，行政事件訴訟法の原告適格

に関する規定を参照して判断するのが相当である。 

 ところで，行政事件訴訟法９条１項は，取消訴訟の原告適格について規定するとこ

ろ，同条項にいう当該処分の取消しを求めるにつき「法律上の利益を有する者」とは，

当該処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害され，又は必然的に

侵害されるおそれのある者を言うのであり，当該処分を定めた行政法規が，不特定多

数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収解消させるにとどめず，それが帰属す

る個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものとする趣旨を含むと解される場

合には，このような利益もここにいう法律上保護された利益に当たり，当該処分によ

りこれを侵害され，又は必然的に侵害されるおそれのある者は，当該処分の取消訴訟

における原告適格を有するものというべきである（前掲最高裁平成１３年３月１３日

第三小法廷判決，最高裁平成１７年１２月７日大法廷判決（小田急最高裁判決）・民

集５９巻１０号２６４５頁など）。そして，当該行政法規が，個々人の個別的利益と

しても保護すべきものとする趣旨を含むか否かの判断は，当該法令の趣旨及び目的並

びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮し，当該法令の趣旨

及び目的を考慮するに当たっては，当該法令と目的を共通にする関係法令があるとき

はその趣旨及び目的をも参酌するものとし，当該利益の内容及び性質を考慮するに当

たっては，当該処分がその根拠となる法令に違反してされた場合に害されることとな

る利益の内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度をも勘案すべきである（同

条２項，平成１６年法律第８４号による改正）。 

    (ｲ) 森林法１０条の２第２項１号及び同項１号の２の趣旨及び目的 

 そこで，先ず本件開発許可処分の根拠となる法令について検討する。森林法１０条
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の２第２項１号及び同項１号の２は，森林において必要な防災措置を講じないままに

開発行為を行うときは，その結果，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害が発生して，

人の生命，身体の安全等が脅かされるおそれがあることにかんがみ，開発許可の段階

で開発行為の設計内容を十分審査し，当該開発行為により土砂の流出又は崩壊，水害

等の災害を発生させるおそれがない場合にのみ許可をすることとしているものである。

してみると，この土砂の流出又は崩壊，水害等の災害発生の場合における被害は，当

該開発区域に近接する一定範囲の地域に居住する住民に直接的に及ぶ蓋然性があると

予測されることに照らすと，これらの規定は，以上のような上記各号の趣旨・目的，

これらが開発許可を通して保護しようとする利益の内容・性質等にかんがみ，土砂の

流出又は崩壊，水害等の災害に対する防止機能という森林の有する公益的機能の確保

を図るとともに，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害による被害が直接的に及ぶおそ

れがある開発区域に近接する一定範囲の地域に居住する住民の生命，身体の安全等を

個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むものと解すべきである。

    (ｳ) 申請人適格の判断基準 

 上記の森林法１０条の２第２項１号及び同項１号の２の趣旨及び目的を踏まえて考

えると，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害による直接的な被害を受けるおそれがあ

る範囲の地域に居住する者は，開発許可処分の取消しを求めるにつき法律上の利益を

有する者として，その申請人適格を有すると解するのが相当である。 

  そして，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害による直接的な被害を受けるおそれが

ある範囲の地域か否かは，①開発区域における過去の水害の発生の有無・程度，②開

発行為の開発規模（面積）・内容（開発前の森林の状況を含む。），③申請人らの居

住地域（その周囲の土地の形状・地質等を含む。），その周辺の河川との位置関係・

高低差などの諸般の事情を総合して判断すべきである。 

  なお，平成１６年に行政事件訴訟法の一部が改正され（平成１６年法律第８４号），

同法９条に２項として，処分又は裁決の相手方以外の者について原告適格の法律上の

利益の有無を判断するに当たっての判断基準が明文化されたのは，行政事件訴訟によ

る国民の権利利益の救済範囲の拡大を図る趣旨に基づくものであるところ，この理は，

同じく行政処分の取消しを目的とする不服裁定手続にも妥当するから，申請人適格の

実質的拡大を図るという観点に照らし，上記の災害発生の「おそれ」は，本案の要件

である許可障害事由として後刻問題とされる災害発生の「おそれ」とは異なり，それ

より低い程度の蓋然性を指称し，その程度のもので足りると解するのが相当である。

    (ｴ) 判断の基礎となる事実の認定 

      a. 過去の水害の発生の有無・程度 

       a) 昭和３２年８月８日のボタ山の崩壊 

昭和３２年８月８日，本件事業区域から３００ｍ以上南西に離れた地点で山崩れ

が発生した（乙第１号証，第２号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。昭和３２年

当時，陶器の原料となる蛙目（ガイロメ），木節（キブシ）を採掘した後の廃土で

あるハネ土が積み上げられて山状（ボタ山）になっていたところ，同年８月８日午

後９時３０分ごろ，集中豪雨でこのボタ山が崩れて，民家と工場を直撃し，死者２

２名を出す大惨事となった（甲第７号証，乙第３号証，第４号証，審理の全趣旨）。

しかしながら，上記災害は，人為的に作られた廃土の山であるボタ山に水がたまっ

ていたのを排水するため，何者かが土手を切ったところ，崩壊して土砂が流出した

ものであって，自然に存在する山の土砂崩れによるものではなく，むしろ人災とも

いうべきものといえる（甲第７１号証，乙第３号証，第４号証，参考人Ｃの供述）。

      b) 平成１２年９月１１日から翌１２日未明にかけてのいわゆる東海豪雨 

平成１２年９月１１日から翌１２日未明にかけて，名古屋を中心に観測史上未曾

有の雨量を記録した（審理の全趣旨）が，この東海豪雨の際，本件事業区域から２

００ｍ以上南方向に離れた場所で，小規模な地盤の崩れ，法面の崩れ等が４か所で

発生したものの，土砂災害や水害は発生しなかった（乙第５号証，第２９号証，参

考人Ｃの供述，参考人Ｗの供述）。 

       c) 上記の外に，瀬戸市では，大きな自然災害は起きていないこと。 

上記の外には，ここ４，５０年，瀬戸市では，水害や土砂災害などの大きな自然
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災害は，起きていない（参考人Ｃの供述，審理の全趣旨）。 

       b. 開発行為の開発規模（面積）・内容 

  申請外Ｕは，森林法１０条の２第１項に基づき，平成１５年９月９日付け申請書

（乙第１１号証）をもって，処分庁に対し，本件森林（愛知県の県有林）について，

鉱物の採掘を目的として，本件開発行為許可処分の申請をした。本件森林のうち，

開発行為に係る森林の土地の面積は９.７４９３ha，残置森林の面積は５.０９０２

ha であり（乙第１１号証），残置森林帯の幅は約５０ｍである（同号証添付の図面

の縮尺から計算。）。そして，本件事業区域の開発規模は，１５．１６９６ha（残

置森林部分の面積を除く。）に及ぶ（甲第２４号証，第３５号証，第４６号証）。

本件作業許可区域側の３点（乙第６号証の図－１のリター調査№１～３の３点）で

のリターの密度調査の結果（同号証の表－１）と，本件残置森林の幅が上記のとお

り約５０ｍであることとから，本件残置森林の林帯は，土砂に対する緩衝としての

機能を有しているものとされている（乙第６号証）。 

  本件開発の目的は，鉱物（けい石，耐火粘土）の採掘であり，当該開発予定地域

は，愛知県の所有地であるため，申請外Ｕは，愛知県との間で租鉱権設定契約を締

結し（乙第１１号証），別途，上記租鉱権につき，中部経済産業局長から施業案（甲

第６号証）の認可（鉱業法６３条２項）を受けている（審理の全趣旨）。 

  処分庁は，申請外Ｕの上記許可申請に対し，平成１７年５月１２日付け１７尾農

第３２１９号をもって，同日から平成１９年５月１１日までの間，一定の条件を付

して，本件開発許可処分をした（甲第３５号証）。 

  上記開発予定地域における開発前の森林の状況は，乙第１１号証の２３頁ないし

２５頁記載のとおりである。平成１８年６月ないし７月当時の上記地域の状況は，

乙第１６号証の写真のとおりである（乙第２９号証，参考人Ｗの供述）。 

       c. 申請人らの居住地域，その周辺の河川との位置関係・高低差 

a) 選定者Ｄ（ｅ市居住。別紙１地図（乙第１号証）の番号１記載の赤い印の地点），

同Ｆ（ｆ市居住。同地図の番号３記載の赤い印の地点），同Ｇ（ｇ市居住。同地図

の番号４記載の赤い印の地点），同Ｈ（ｈ市居住。同地図の番号５記載の赤い印の

地点），同Ｉ（ｅ市居住。同地図の番号６記載の赤い印の地点）及び同Ｊ（ｉ市居

住。同地図の番号７記載の赤い印の地点）の６名については，瀬戸市以外に居住し

ている者である（乙第１号証）。また，選定者Ｅ（瀬戸市ｊ町居住。同地図の番号

２記載の赤い印の地点）は約４㎞，同Ｋ及び同Ｌ（瀬戸市ｋ町居住。同地図の番号

８，９記載の赤い印の地点）は約４．５㎞，同Ｏ（瀬戸市ｌ町居住。同地図の番号

１３記載の赤い印の地点）及び同Ｓ（瀬戸市ｍ居住。同地図の番号１８記載の赤い

印の地点）は約３㎞，同Ｔ（瀬戸市ｎ町居住。同地図の番号１９記載の赤い印の地

点）は約５㎞というように，いずれも本件事業区域から離れて居住している（乙第

１号証，第２９号証）。 

申請人兼選定当事者Ａ（瀬戸市ｃ町居住。同地図の番号２０記載の赤い印の地点）

は，本件事業区域から約３７５ｍ離れた平地に居住しているが，同人の居住地の近

傍に河川はなく，同所は，○川から６００ｍ弱，本件作業許可区域から７５０ｍ以

上離れている（乙第１号証，第２９号証）。 

申請人Ｂ，選定者Ｒ，同Ｍ，同Ｎ，同Ｐ及び同Ｑ（瀬戸市ａ町居住。それぞれ，

順に，同地図の番号１７，１６，１０，１１，１４，１５記載の赤い印の地点）は，

本件作業許可区域（本件事業区域の西側）とは尾根を異にする本件事業区域の東部

の方面に居住している（乙第１号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。また，本件

開発許可区域（本件事業区域の東側）で土砂流出が生じた場合には，流出土砂は乙

第１号証の本件開発許可区域（黄緑色に着色された部分）の矢印のとおり，東側の

谷に流れ落ちていくものと推認される（乙第１号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。

他方，上記６名は，標高１４０ｍないし１７０ｍの高さにある地点に居住してお

り，その居住地はいずれも○川の標高（１３０ｍ以下）より１０ｍないし４０ｍ程

度高い地点にある（乙第１号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。 

b)  申請人Ｃ（瀬戸市ｂ町居住。別紙１地図（乙第１号証）の番号１２記載の赤い印

の地点）は，本件作業許可区域側（本件事業区域の西側）に居住しており，本件開
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発許可区域（本件事業区域の東側）からは約３００ｍの距離を有している上，尾根

を異にする区域に居住している（乙第１号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。ま

た，本件開発許可区域側で，土砂流出が生じた場合には，上記のとおり，乙第１号

証の本件開発許可区域の矢印のとおり，東側の谷に流れ落ちていくものと推認され

る（乙第１号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。他方，同申請人の居住地は，本

件開発許可区域側を流れる○川から６００ｍ弱離れている（乙第１号証）。 

     c)  土砂災害危険箇所マップ（甲第２号証の１）における土石流危険渓流（土石流発

生の危険性があり，１戸以上の人家（人家がなくても官公署，学校，病院，駅，旅

館，発電所等のある場合を含む。）に被害が生じるおそれがある渓流）の指定区域

内に居住する申請人は存しない。また，急傾斜地崩壊危険箇所の指定区域の中に居

住する申請人は，申請人Ｃのみであり，甲第２号証の１の箇所番号は，１１０２８

２である（甲第２号証の１，乙第２６号証）。当該箇所は，本件事業区域の本件開

発許可区域とは尾根を異にしている。 

    (ｵ) 本件への当てはめ 

 前記認定の事実関係によれば，以下のとおりである。 

 なるほど，本件事業区域の開発規模は，１５．１６９６ha（残置森林部分の面積を

除く。）に及び，昭和３２年には，豪雨の影響で，本件事業区域の南西側において，

いわゆるボタ山が崩壊し，死者を出す惨事が生じている。しかしながら，昭和３２年

のボタ山の崩壊は，自然災害には当たらず，人災ともいうべきもので，このような災

害を除くと，本件事業区域の存在する瀬戸市では，過去に大きな自然災害は生じてい

ない。また，上記本件事業区域の外側には，約５０ｍの幅の残置森林帯が保全される

ものとされている上，リターの密度調査の結果，それが残置森林の土砂に対する緩衝

としての機能を有しているものとされている。申請人Ｃを除く，その余の申請人らの

居住地は，本件事業区域から遠いか，あるいは，その地形からみて，土砂流出・崩壊

又は洪水による災害発生の危険の低い地域に居住している。そして，申請人Ｃについ

ても，瀬戸市の土砂災害危険箇所マップ（甲第２号証の１）における急傾斜地崩壊危

険箇所の指定区域の中に居住しているものの，その居住地域は，本件開発許可区域側

とは尾根を隔てて３００ｍ離れた位置にあり，開発区域側を流れる○川からも６００

ｍ弱離れている。 

  以上の事実を総合すると，申請人らは，本件開発行為によって，その居住地におい

て，土砂災害や水害の被害を受ける蓋然性があるとは言い難いから，土砂の流出又は

崩壊，水害等の災害による直接的な被害を受けるおそれがある範囲の地域に居住する

者とは言えず，申請人ら及び選定者ら全員の申請人適格は，いずれも認められないと

いうべきである。 

    (ｶ) 申請人らの主張に対する検討 

  申請人らは，別紙２「洪水・土石流の流下ルート図」の赤線のとおり，○川を流下

して土石流が発生した場合において，選定者Ｄら１６名がその共有する立木の管理の

ため同地を訪問した際に，あるいは，選定者Ｆら４名が湿地観察のため同地を訪問し

た際に，それぞれ，災害に遭遇する危険があり，申請人適格があると主張する。 

  しかしながら，別紙２「洪水・土石流の流下ルート図」の赤線のとおり，○川を流

下して土石流が発生する蓋然性を認めるに足りる証拠はないし，また，申請人らが，

その共有する立木の管理のため，あるいは，湿地観察のため，○川流域を訪問してい

ることを認めるに足りる証拠もない（かえって，申請人Ｃは，共同所有している瀬戸

市ａ町所在の立木（甲第５９号証の３）について，その管理はおろか，その所在すら

よく知らないと供述しているところである（参考人Ｃの供述）。）。 

  そもそも，立木管理又は湿地観察のため，申請人らが○川流域を訪問することがあっ

たとしても，一般に，上記のような目的で上記地域に滞在する時間は，極めて短いと

考えられる上，上記訪問者の範囲を確定すること自体極めて困難である。したがって，

森林法１０条の２第２項１号及び１号の２が，当該開発行為をする森林及び当該周辺

地域を，たまたま立木管理又は湿地観察の目的で訪問する者の生命，身体の安全とい

う個別的利益を保護する趣旨まで含むと解するのは困難と言わざるを得ない。 

  よって，申請人らの上記主張は，いずれも理由がない。 
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   イ 森林法１０条の２第２項２号（水確保の著しい支障のおそれ）又は同項３号（環境の著

しい悪化のおそれ）と申請人適格 

    (ｱ) 森林法１０条の２第２項２号及び同項３号の趣旨及び目的 

 森林法１０条の２第２項２号は，当該開発行為をする森林の現に有する水源のかん

養の機能からみて，当該開発行為により当該機能に依存する地域における水の確保に

著しい支障を及ぼすおそれがないことを，同項３号は，当該開発行為をする森林の現

に有する環境の保全の機能からみて，当該開発行為により当該森林の周辺の地域にお

ける環境を著しく悪化させるおそれがないことを，それぞれ開発許可の要件としてい

るが，これらの規定は，専ら水の確保や良好な環境の保全という公益的な見地から開

発許可の審査を行うことを予定しているものと解するほかないから，周辺住民等の個々

人の個別的利益を保護する趣旨を含むものと解することはできないというべきである。

    (ｲ) 関連法令の参酌（行政事件訴訟法９条２項） 

 なお，最高裁判例の趣旨に従えば，本件開発許可処分の根拠法令である森林法１０

条の２第２項と趣旨及び目的を共通にする法令として（行政事件訴訟法９条２項，最

高裁平成１７年１２月７日大法廷判決・民集５９巻１０号２６４５頁参照），鉱業法，

鉱山保安法，環境基本法，大気汚染防止法の検討が必要とされよう。すなわち，森林

法は，「森林の保続培養と森林生産力の増進」（同法１条）を図ることを目的とし，

同法５条に基づく地域森林計画については，「良好な自然環境の保全及び形成その他

森林の有する公益的機能の維持増進に適切な考慮が払われたものでなければならない」

（同条３項による同法４条３項の全国森林計画の規定の準用）としており，森林の有

する公益的機能として良好な自然環境の保全・形成を挙げている。他方で，鉱業法を

受けて，鉱山保安法は，その目的（同法１条）において，鉱山労働者に対する危害防

止のほか，「鉱害を防止」することを挙げ，粉じん，坑廃水等による鉱害予防のため

の詳細な施行規則を設けており（鉱山保安法施行規則１０条，１１条，１４条，１８

条ないし２２条など），また，環境基本法を受けて，大気汚染防止法は，「大気の汚

染に関し，国民の健康を保護するとともに生活環境を保全」（同法１条）することを

目的としている。このように，森林法と上記各法令の目的に，環境の保全という点で

共通性があると考えられなくもない。 

  しかしながら，仮に，上記各法令を関連法令として参酌したとしても，水の確保や

良好な環境の保全という概念自体が多義的である上，その享有主体の範囲を確定する

ことも困難であるから，森林法が，水の確保や良好な環境の保全という公益のみなら

ず，周辺住民等のこれらに関連する個々人の個別的利益を保護する趣旨を含むとまで

解することは困難であると言わざるを得ない。 

したがって，森林における水の確保や良好な環境の保全を図ろうとする森林法１０

条の２第２項２号及び同項３号が，個々人の個別的利益として，申請人らが主張する

ような水源を枯渇することなく利用できる利益（前記第２の４，1)，ア，(ｲ)），ある

いは，微粒珪砂や浮遊粒子状物質にさらされない利益（前記第２の４，1)，ア，(ｳ)，

(ｴ)）を保護しているものと解することはできない。 

よって，森林法１０条の２第２項２号（水確保の著しい支障のおそれ）及び同項３

号（環境の著しい悪化のおそれ）は，申請人らの申請人適格を基礎付けるものではない。

  2) 本件作業許可処分の申請人適格の有無 

   ア 森林法３４条２項及び５項と個別的利益保護性 

 処分庁は，森林法３４条２項及び５項が処分の相手方以外の周辺地域の住民の個別的

利益を保護しているか否かについて争うので，この点から検討を加えることとする。 

 森林法３４条２項は，「保安林においては，都道府県知事の許可を受けなければ，…

…土地の形質を変更する行為をしてはならない。」とし，同条５項は，この規定を受け，

「都道府県知事は，第２項の許可の申請があった場合には，その申請に係る行為がその

保安林の指定の目的の達成に支障を及ぼすと認められる場合を除き，これを許可しなけ

ればならない。」と規定する。この趣旨は，保安林内の土地の形質を変更することによ

り，水源のかん養，土砂の流出の防備，土砂の崩壊の防備（同法２５条１項１号～３号）

等の保安林指定の目的が阻害され，その結果，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害が発

生して，人の生命，身体の安全等が脅かされるおそれがあることにかんがみ，都道府県
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知事に対し，上記のような目的に適った保安林としての機能に支障が生ずるか否かを審

査させる点にあると解される。してみると，森林法３４条２項及び５項は，上記のよう

な災害に対する防止機能という森林の有する公益的機能の確保を図るとともに，これら

の災害による被害が直接的に及ぶおそれのある開発区域に近接する一定範囲の地域に居

住する住民の生命，身体の安全等を個々人の個別的利益としても保護すべきものとする

趣旨を含むものと解すべきである。 

 森林法３４条に関して直接の利害関係者の意見書提出等の規定（同法３０条，３２条

対照）を欠くことは，何ら上記解釈の妨げとなるものではない。 

   イ 申請人適格の判断基準 

 上記の森林法３４条２項及び５項の趣旨及び目的を踏まえて考えると，同条は，個人

の個別的利益を保護しており，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害による直接的な被害

を受けるおそれのある範囲内の地域に居住する者は，作業許可処分の取消しを求めるに

つき法律上の利益を有する者として，その申請人適格を有すると解するのが相当である。

 そして，森林法３４条２項及び５項に基づく本件作業許可処分の取消しについての申

請人適格の有無は，本件開発許可処分の取消しについての申請人適格の有無の判断基準

と同様に，①本件事業区域における過去の水害の発生の有無・程度，②形質変更行為の

規模（面積）・内容，③申請人らの居住地域，その周辺の河川との位置関係，高低差を

総合して判断し，かつ，上記の災害発生の「おそれ」は，本案の要件である許可障害事

由で問題となる災害発生の「おそれ」とは異なり，それより低い程度の蓋然性を指称し，

その程度のもので足りると解するのが相当である。 

   ウ 基礎事実の認定 

    (ｱ) 過去の水害の発生の有無・程度，申請人Ｃを除く申請人らの居住地域，その周辺の河

川との位置関係，高低差については，前認定のとおりである。そして，土地の形質変

更行為の規模（面積）・内容については，前記第２の２，2)（保安林内における作業

許可処分）のとおりである（行為に係る面積は，５.４２０３ha であり，行為の方法

は，保安林の転用（鉱物採掘）及び代替施設の設置である。乙第２３号証）。また，

本件作業許可区域側にも，幅約５０ｍの残置森林帯が保全されている。 

    (ｲ) 申請人Ｃ（瀬戸市ｂ町居住。別紙１地図（乙第１号証）の番号１２記載の赤い印の地

点）は，本件作業許可区域から約１２５ｍしか離れていない場所に居住している（乙

第１号証，第８号証，参考人Ｃの供述）。本件作業許可区域内において，申請人Ｃの

居住地方向に向かって土砂流出が発生したと仮定すると，前認定のような本件事業区

域からの距離の近さに照らして，流路の勾配がおおむね平坦になるとは言え，その部

分（別紙１地図（乙第１号証）の保安林内作業許可区域で「ｂ町」と記されている付

近）で土砂の流れが止まるとはにわかに断じ得ない（乙第１号証，審理の全趣旨。こ

れに反する乙第２９号証の記述及び参考人Ｗの供述は，いずれも採用し得ない。）。

また，申請人Ｃの居住地から△川までは，近いところで約１０ｍ程度しか離れておら

ず，たとえ△川上流部方向は勾配の緩い平坦な地形であったとしても，その氾濫の可

能性は否定することはできない（乙第７号証，第８号証）。 

    (ｳ) 土砂災害危険箇所マップ（甲第２号証の１）における土石流危険渓流の指定区域内に

居住する申請人は存しない。他方，申請人Ｃは，急傾斜地崩壊危険箇所の指定区域の

中に居住しており，その場所は，本件作業許可区域側から約１２５ｍしか離れていな

い（乙第１号証，甲第２号証の１）。 

   エ 本件への当てはめ 

 申請人Ｃを除くその余の申請人らは，前認定のとおり，その居住地と本件事業区域ま

での距離，地形（高低差），瀬戸市の土砂災害危険箇所マップ（甲第２号証の１）にお

いても，危険個所として指定を受けていないことなどの事情からすると，土砂流出等又

は洪水の災害の危険の低い地域に居住しているものと認められる。 

 したがって，これらの者は，本件作業許可処分との関係においても，土砂の流出又は

崩壊，水害等の災害による直接的な被害を受けるおそれがある範囲の地域に居住する者

とは言えず，申請人適格を有するものとは認められない（なお，申請人らは，保安林指

定解除に直接利害関係のある直近の集落（地区，町内会，自治会）の住民には，申請人

適格を認めるべき旨主張する。下記のとおり，申請人Ｃの申請人適格は認められるもの
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と考えるが，他方，同申請人とその余の上記申請人らとが同一集落の住民かどうかは措

き，申請人らの前提とする主張自体が独自の見解であって，採用の限りではないから，

これによって申請人適格を否定する上記結論は，左右されない。）。 

 しかしながら，申請人Ｃは，瀬戸市の土砂災害危険箇所マップ（甲第２号証の１）に

おける急傾斜地崩壊危険箇所の指定区域の中に居住し，かつ，その場所は，本件開発許

可区域側とは異なり，本件作業許可区域側からは約１２５ｍしか離れていない。また，

同申請人の居住地は，△川まで近いところでは約１０ｍしか離れておらず，高低差も大

きくない。 

 したがって，仮に，土砂の流出又は崩壊，水害等の災害が生じた場合，申請人Ｃは，

これによる直接的な被害を受けるおそれがある範囲の地域に居住する者と言うことがで

き，申請人適格を有するものと認めるのが相当である。 

 ２ 本件許可障害事由の有無 

 本件許可障害事由のうち，森林法１０条の２第２項１号（土砂流出等のおそれ），同項１号

の２（水害発生のおそれ），同項２号（水確保の著しい支障のおそれ）及び同項３号（環境の

著しい悪化のおそれ）に定める事由については，申請人ら及び選定者ら全員について，申請人

適格が認められない以上，判断する余地がないので，以下では，本件作業許可処分の取消しに

ついて申請人適格の認められる申請人Ｃについて，森林法３４条５項の事由の有無について検

討を加える。 

  1) 森林法３４条２項及び５項に基づく作業許可処分の取消事由の内容 

   ア 災害のおそれ等の実体的事由を主張・立証して作業許可処分の効力を争い得るか否かに

ついて 

 処分庁は，平成１２年４月２７日付け１２林野治第７９０号農林水産事務次官通知「森

林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準について」の第４の２の

（２）のア（乙第１９号証）を根拠に，保安林につき，森林法２６条所定の解除事由が

存在し，同法２７条以下所定の解除に必要な手続も終了していた場合には，保安林の指

定の目的は消滅しており，同法３４条２項に基づく申請を受けた都道府県知事は，作業

許可申請の内容が当該解除に係る事業等及び代替施設設置に関する計画書の内容に従っ

ているか否かを審査すれば足りると主張する。そこで，仮に，申請人らが，本件作業許

可処分の取消事由の存在を主張して当該処分の効力を争い得るとしても，その取消しは，

本件作業許可処分の内容が当該解除に係る事業等及び代替施設設置に関する計画書の内

容に従っていない場合に限られるか否かが問題となる。 

 前記のとおり，保安林内の形質変更行為の許可が都道府県知事の権限とされている趣

旨は，保安林の機能の維持という一般公益を保護しつつ，保安林の指定目的が阻害され

ることによって生ずるおそれのある災害から個人の生命，身体の安全という個別的利益

を保護するという観点から，保安林としての機能（森林法２５条１項参照）に支障が生

ずるか否かを審査させる点にあると解される。 

 したがって，本件において，都道府県知事は，森林法３４条２項及び５項の許可をす

るに当たり，保安林指定の解除の当否とは別に，保安林内の作業が保安林指定の目的の

達成に支障を及ぼすと認められるか否かを判断しなければならないものと解するのが相

当である。処分庁が援用する平成１２年４月２７日付け１２林野治第７９０号農林水産

事務次官通知は，あくまでも行政庁内部の統一的運用基準を定めたものにすぎないから，

この通知の定める要件（作業許可申請の内容が当該解除に係る事業等及び代替施設設置

に関する計画書の内容に従っているか否か）を審査すれば足りるというものでないこと

は明らかである。 

 よって，通知の定める形式的要件を審査すれば足りるという処分庁の主張は，採用し

得ない。 

   イ 本件作業許可処分の違法事由としての災害発生のおそれ 

 森林法３４条５項の「その保安林の指定の目的の達成に支障を及ぼすと認められる場

合」か否かは，保安林の指定の目的の達成に支障を及ぼすと認められるような災害発生

のおそれの有無によって判断すべきであり，また，その違法事由としての災害発生のお

それ，即ち蓋然性の程度は，申請人適格において問題とされたそれよりも，一層高いも

のであること（災害発生の事実がそうでない場合より相当程度高い蓋然性をもって予測

 22



されること）が必要であると解するのが相当である。 

 そして，その災害発生のおそれは，申請人適格における考慮要素（①本件事業区域に

おける過去の水害の発生の有無・程度，②形質変更行為の規模（面積）・内容，③申請

人らの居住地域，その周辺の河川との位置関係・高低差）を踏まえた保安林・森林の伐

採の場合の自然状態（地山）における自然災害のおそれの有無・程度という観点からだ

けでなく，本件事業区域における開発が計画どおりに行われたとした場合の自然災害の

おそれの有無・程度という観点からも，その有無を総合的に判断すべきである。 

  2) 許可障害事由としての災害発生のおそれの有無 

   ア 基礎事実の認定 

    (ｱ) 過去の水害の発生の有無・程度，形質変更行為の規模（面積）・内容，申請人Ｃの居

住地域，その周辺の河川との位置関係・高低差については，前認定のとおりである。

    (ｲ) 土砂流出等のおそれ 

 乙第６号証は，愛知県瀬戸市ｂ町における珪砂採掘のため，土砂流出防備保安林の

解除予定地について，今後想定される現象とその影響の及ぶ範囲を検討するため，愛

知県瀬戸市ｂ町及びａ町に位置する保安林（乙第１号証参照）を調査対象地（調査の

便宜上，Ａ，Ｂ，Ｃの各ブロックに区分されている。乙第６号証の図－１）とするも

のである。乙第６号証は，独立行政法人森林総合研究所水土保全研究領域治山研究室

Ｚが林野庁から依頼を受け，平成１６年９月６日から翌７日にかけて，現地踏査の上，

作成したものである（参考人Ｚの供述）。上記調査対象地の地質は，花崗岩を基岩と

し，それが地表付近で風化することで生成されたいわゆるマサ土であることから，現

状で崩壊の可能性のある土砂（マサ土）がどの程度存在し，それが表層崩壊によって

流出した場合，下流への流出等によって本件保安林外に対しどの程度の影響を与える

のかが上記調査の検討事項とされた（なお，乙第３５号証によれば，瀬戸地域は，花

崗岩の上に堆積岩が存在するとされており，また，甲第６号証によれば，層厚１０ｍ

ないし４０ｍの砂礫を主とする矢田川塁層が覆っているとされている。）。 

 申請人Ｃについて問題となるのは，上記調査対象地のＢ及びＣブロックである（乙

第６号証の図－１，第３３号証）。Ｂブロックでは，主なＢ１及びＢ２の渓流につい

て，Ｃブロックでは，主なＣ１及びＣ２の渓流について，それぞれ検討されたところ，

現地踏査の結果，これらの渓流では，過去に発生した大規模な不安定土砂は見当たら

なかった。そこで，崩壊規模を推定するために，崩壊可能性のある表土層の厚さ及び

硬さを把握する必要があるため，Ｂ２渓流の上部斜面№１，№２の２か所について，

簡易貫入試験が実施された（乙第６号証の図－１及び図－４）。表層崩壊のすべり面

がどの程度のＮｃ値の土層で生ずるかについては，様々な議論が存在するが，現状で

は，Ｎｃ値１０以下であることはほとんど異論がないので（乙第３８号証の１，参考

人Ｚの供述），簡易貫入試験の結果（乙第６号証の図－５）から，表層土の厚さを０．

５ｍと推定した。前記のとおり，Ｂ及びＣブロックでは，過去に発生した大規模な不

安定土砂は見当たらなかったところ，ＡブロックのＡ０斜面では，過去に崩壊事例が

発生しているので，これを参考事例とすると，これは，崩壊幅が約２０ｍであるので，

崩壊した表層土の厚さを０．５ｍ，崩壊長を５０ｍと仮定すると，５００㎥（２０（ｍ）

×５０（ｍ）×０．５（ｍ）＝５００（㎥））が崩壊規模の目安と考えられた（乙第

６号証，第３３号証，参考人Ｚの供述）。 

 そして，崩壊規模と土砂の到達距離との関係については，アルプスにおける岩屑ナ

ダレに関し，シャイデッガー（Sheidegger）は，等価摩擦係数と崩壊体積が負の相関

を示すことを明らかにしたが（乙第３８号証の２），これに，我が国における流動性

の高い崩壊事例を配置すると，乾燥した岩屑ナダレよりも水の影響を受けた流動性崩

壊の事例は，小さな等価摩擦係数を示すこと（それだけ土砂が遠距離まで到達するこ

と）が判明している（乙第６号証の図－６，第３２号証，第３３号証，第３８号証の

４，参考人Ｚの供述）。水の影響を受けた流動性崩壊の事例で，等価摩擦係数が小さ

くなる理由については，空隙の多い土に水が満たされた飽和状態で外からの圧縮やせん

断の力を受けると，土の粒子同士の接触により支えられていた構造が破壊され，全体

の体積が急激に減少するとともに，一時的に水圧が上昇（過剰間隙水圧）して，それ

まで固体であった崩壊土砂が流動体となることから，土砂がより遠距離まで到達する
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ことによるのではないかと考えられている（乙第３２号証，第３３号証，参考人Ｚの

供述）。 

 このような科学的知見を前提に，崩壊堆積を崩壊規模の目安である５００㎥の２倍

（安全率）の１０００㎥とすると，その等価摩擦係数の値は，約０．３となる（乙第

６号証の図－６，第３３号証，参考人Ｚの供述）。このことから，保全対象から見て，

崩壊発生地点（崩壊源頭部）の等価摩擦係数が０．３より小さい値にあれば，崩壊の

到達範囲外にあると推定できる（乙第６号証の図－６で取り上げられている事例は，

いずれも我が国で大規模な災害事例という危険性の高い事例であるので，これを基礎

として崩壊土砂の到達距離を推定しても，リスク評価として不当ではない。）。そこ

で，渓流の出口を基点とした場合の等価摩擦係数をみると（乙第６号証の図－７，第

３３号証），Ｃ２渓流出口付近において約０．３があるほかは，いずれも０．２以下

の等価摩擦係数となり，想定した安全率２倍とした１０００㎥の崩壊が発生したとし

ても，崩壊土砂は，渓流出口に到達しないものと推定される（なお，Ｃ２渓流出口付

近の渓床の勾配は，約１６度であり，粗土の安息角約３０度と比較すると，その堆積

物が崩壊する可能性が低いことは，後記説示のとおりである。）。 

 よって，申請人Ｃの居住地域に，本件事業区域に起因する土砂が到達する可能性は

低いものと推認される。 

    (ｳ) 洪水のおそれ 

 平成１７年に林野庁が作成した保安林解除に係る洪水浸水区域調査（乙第７号証）

によると，以下のとおりである。すなわち，本件事業区域の流域の降雨は，○川及び

△川に流入し，□川に合流する。その最大洪水流量（㎥／Ｓ）は，３０年確率の降雨

強度（開発行為の許可基準の運用細則，平成１４年５月８日付け林整治第２５号林野

庁長官通知の別紙１の基準）に対応する洪水到達時間内の雨量強度（R)と□川流域内

を地目別に分類して算出される流出係数（ｆ）を用いて，１／３６０・ｆ（流出係数）・

Ｒ（洪水到達時間内雨量強度：㎜/hr）・Ａ（流域面積：ha）という合理式法により算

出される。 

 そうすると，最大洪水流量が現況流下能力（流下可能流量）を超え，溢水する地点

は，保安林解除に係る洪水浸水区域調査検討地点（乙第８号証）に示す３か所（№２

－３，№３－６，№３－８）である（乙第７号証の表３．３．７と乙第２８号証の表

４．４．２［乙第７号証の表４．４．２の誤記を訂正したもの］とを対照）。そして，

その氾濫想定水深は，№２－３で右岸・左岸とも，０．０３ｍ，№３－６で右岸０．

０８ｍ，№３－８で右岸０．０２ｍである（乙第７号証の表４．４．３）。 

 上記の№２－３の地点は，申請人Ｃの居住する地点より上流に位置するが，№２－

３より下流で申請人Ｃの居住する地点より上流に位置する№２－４及び№２－５では

溢水しない（乙第８号証。№２－５の流下可能流量を算定する上で，測定した地点及

びその断面図は，乙第２５号証のとおりである。）から，№２－３の地点で一時的・

局所的に溢水が発生しても，申請人Ｃの居住地点には影響がないものと推測される。

また，№３－６及び№３－８の各地点は，いずれも申請人Ｃの居住地点より下流であ

るため，影響がないものと推測される（乙第２９号証，参考人Ｗの供述）。 

 よって，申請人Ｃの居住地域に，本件事業区域に起因する洪水浸水が到達する可能

性は低いものと推認される。 

    (ｴ) 鉱物採掘過程における災害発生のおそれ 

 鉱物採掘事業の一般的な手順は，①伐採（採掘予定地に生えている樹木の伐採，撤

去），②表土除去（抜根を含む。），仮設沈砂池設置（目的物の鉱物を覆う表土を取

り除き，その際，表土除去の支障となる切り株を根を含めて取り除く作業を並行して

行う。また，表土除去の早い段階で土砂の流出防止や水質の悪化防止を目的に仮設沈

砂池を設置する。），③鉱物採掘（表土除去後，鉱物層に沿って採掘する。），④埋

め戻し，植栽（採掘終了後，計画地盤高まで運搬土砂で埋め戻し，高木性樹種を植栽

する。）である（審理の全趣旨）。 

 ところで，表層土のせん断抵抗力は，土のせん断抵抗力と根による補強強度の合力

であると考えられるから，森林の根が土中に侵入・生育することによって，土のせん

断抵抗力が補強されて森林の山崩れ防止機能が発揮される（乙第３６号証）。そうす
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ると，上記①の伐採の段階で，樹冠（木の枝や葉が密集している部分）がなくなり，

降雨時の土砂流出量が増えるとしても，根系によって土のせん断抵抗力が補強されて

いる限り，表土の安定が保たれているため，表層崩壊の危険が著しく増加するとは言

えない。また，最終的には，上記②の表土除去等の段階に至り，表層崩壊の原因とな

る表層土そのものが除去されてしまうことによって，表層崩壊の危険性そのものが低

減されると推測される（参考人Ｗの供述）。 

 また，保安林内作業許可申請書（乙第２３号証）添付の事業施設配置図兼代替施設

配置図№５－１（採掘事業中）及び№５－２（採掘終了後）によれば，本件保安林の

うち，採掘区域西側は，一部を除き残置森林（幅約５０ｍ）として本件保安林の機能

が維持（保安林解除申請区域外）されることになる。そして，林地開発許可申請書（乙

第１１号証）によれば，けい石及び耐火粘土の採掘は，階段掘法（ベンチカット法）

により行われるところ，上記乙第２３号証の添付図によれば，採掘区域西側の残置森

林との境界付近には，東方向に傾斜する採掘面（採掘終了時には残壁面）が形成され

ることになる（参考人Ｗの供述）。 

 このため，採掘区域内の降雨は，直接，残置森林側（△川側）には，流出せず，いっ

たん，採掘区域内に設ける沈砂地に貯水された後，上澄水を○川（採掘終了後は一部

を△川にも）に排出されることになる。また，稜線（分水嶺）は，採掘に伴い西側に

移動することになるから，残置森林側の集水面積は，開発前と比較して減少すること

になり，△川へ直接流出する水量も減少することになる。 

 したがって，本件事業区域の開発に伴う残置森林西側の△川方面への土砂の流出，

洪水発生等の危険性は，むしろ減少することになるものと推測される。 

 以上の本件事業区域における作業許可の手順を総合的に考えると，甲第８４号証で

指摘される危険性（例えば，前記②の表土除去の過程における短時間の天候悪化，表

土除去及び抜根による地盤の応力開放による危険，④の段階における植栽木の抜根抵

抗力の回復には相当の長期間を要すると推測されることなど）をもって，鉱物採掘過

程における災害発生の可能性が高まるとは言い難いのである。 

    (ｵ) 本件作業許可処分に至る手続の適法性 

 農林水産大臣から処分庁あてに，平成１６年１０月７日付け１６林整治第１４号（乙

第２０号証）をもって保安林の指定の解除に関する予定通知がされた。愛知県は，平

成１６年１０月２２日付け愛知県告示第７８１号をもって，解除予定保安林として愛

知県公報第２１１９号（乙第２１号証）に告示した。 

 この後，異議意見が提出されて意見聴取会が開催されたが（乙第２９号証，参考人

Ｗの供述），平成１７年４月２５日付け１７林整治第２３８号（乙第２２号証）で平

成１６年１０月７日付け１６林整治第１４号の保安林の指定の解除に関する予定通知

の内容を変更しない旨，農林水産大臣から処分庁あてに回答がなされた。 

 申請外Ｕは，平成１７年４月２７日付けで本件作業許可処分に係る申請書（乙第２

３号証）を処分庁に提出した。 

 処分庁は，前記農林水産事務次官通知の第４の２の(2)のアに従い，作業許可申請の

内容が当該解除に係る事業等及び代替施設設置に関する計画書の内容に従っているか

否かを審査し，本件作業許可処分の内容が上記計画書の内容に従っているものと認め

た（乙第１９号証，第２３号証，第２４号証，第２９号証，参考人Ｗの供述）。そし

て，この判断の過程に不合理な点はなく，上記計画に係る代替施設が実質的に機能し

ないとか，上記代替施設設置に法的障害があるなどの事実は認められない（なお，本

件作業許可区域内にあると思われる申請人ら指摘の里道については，所有者である国

（管理者瀬戸市）の開発への同意が得られている（甲第６１号証，第６２号証，乙第

１１号証，参考人Ｗの供述）。）。 

 また，鉱業法に基づく鉱害発生防止措置が採られていないとか，森林の多様な機能

の視点から代替施設の存在が検討されていないなど，申請人ら主張の事実については，

これを認めるに足りる証拠がない。 

 処分庁は，本件作業許可処分に係る申請に対し，平成１７年５月１２日付けで許可

をした（当事者に争いのない事実）。 

   イ 本件への当てはめ 
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 上記認定事実によれば，形質変更行為の規模（行為に係る面積が５.４２０３ha である

こと）・内容（保安林の転用（鉱物採掘）及び代替施設の設置），申請人Ｃの居住地域，

その周辺の河川との位置関係等からすると，本件作業許可区域において災害が発生した

と仮定した場合，申請人Ｃについての被災リスクは否定できないと言える。 

 しかしながら，他方，上記認定事実によると，申請人Ｃの居住地域に，本件事業区域

に起因する土砂が到達する可能性は低く，また，同申請人の居住地域に，本件事業区域

に起因する洪水浸水が到達する可能性もまた低いものと推認される。このことに加えて，

上記認定事実からすれば，鉱物採掘過程における災害発生の可能性もそれほど高くはな

いことが推認されることからすると，本件作業許可処分について，申請人Ｃとの関係で

も，その処分を違法とする程度に，土砂流出災害が発生する蓋然性が高いと断ずること

はできない。また，本件作業許可処分に至る手続の過程の判断においても不合理な点は

存しない。 

 よって，本件作業許可処分の取消しに関する申請人らの主張は，いずれも理由がない。

   ウ 申請人らの主張に対する検討 

    (ｱ) 土砂流出等のおそれについて 

 申請人らは，①表層土の滑り面のＮｃ値が１０以下であるという文献的裏付けは存

在しない，②乙第６号証には簡易貫入試験の位置が示されていない，③乙第６号証は，

平均的な規模の災害が生じた場合の危険を想定しているにすぎず，最悪の事態を想定

すべきである，④乙第６号証は，アルプスにおける岩屑ナダレ等に関するシャイデッ

ガー（Sheidegger）の研究を基に等価摩擦係数を求めているが，単純に等価摩擦係数

を割り出して一般化することが困難である上，乙第６号証の図－６のサンプル数が少

なく信用性に乏しい，⑤１９９９年の広島災害の事例は，「マサ土」の事例であるが，

等価摩擦係数が０．１６１ないし０．４４２の値になっており，０．３という数値は

絶対的なものではなく，０．１５という等価摩擦係数は本件にも当てはまり得る，な

どと主張している。 

 これらに対しては，Ｚの「陳述書の補足」と題する書面（乙第３５号証）による反

論が妥当する。即ち，申請人らの主張上記①の点について検討すると，申請人らが提

出する甲第７７号証の文献によっても，その２３頁の表４．３で取り上げられている

事例１３件のうち，Ｎｃ値１０以下の事例は１０件にも及ぶのであり，同頁には，「以

上の考察をまとめると，表層崩壊のすべり面のＮｃ値は５～２０の範囲であることが

ほとんどで，１０程度のことが多いと言える。」とあり，また，乙第３８号証の１の

文献では，花崗岩質の山崩れは，「土層構造的にはＮ10（Ｎｃ値）＜１０の層……が

一定以上の厚さを有している場合に発生するということができる。」とされていると

ころであって，Ｎｃ値が１０以下であるという文献的裏付けは存在しており，申請人

らの指摘は理由がない。 

 申請人らの主張上記②の点について検討すると，乙第６号証の図－１及び図－４で

簡易貫入試験の位置が示されているのであって，その指摘は失当である。 

 申請人らの主張上記③の点について検討すると，乙第６号証は，Ａ０斜面で過去に

発生した崩壊跡地の大きさから崩壊規模を推定した上，安全率を２倍と見積もってＢ・

Ｃ各ブロックにおける崩壊規模の推定の目安としているのであって，平均的な規模の

崩壊が生じた場合の危険を想定しているものではないから，その指摘は当たらない。

 申請人らの主張上記④の点について検討すると，崩壊土砂の到達距離予測に等価摩

擦係数を利用することは，シャイデッガー（Sheidegger）を始めとする有力な専門家

のアプローチであり（乙第３８号証の２～６），この方法が災害予測について一般化

の困難な手法であるとは言えず，申請人らの指摘は理由がない。また，乙第６号証の

図－６のサンプル数が少ない点を指摘している点については，Ｚは，サンプル数増加

の上改めて乙第３５号証の図１を作成しているが，これによっても，グラフ上，Ｃ２

渓流の出口付近（等価摩擦係数約０．３）を除き，申請人Ｃの住居地に崩壊土砂が到

達する可能性は低いものと考えられる。なお，乙第３５号証の図１は，乙第６号証の

図－６と比較すると，下限を示すラインが若干下がっているため，崩壊規模１０００

㎥に相当する等価摩擦係数は，０．３より若干小さい数値となっていて，Ｃ２渓流の

出口付近で等価摩擦係数が約０．３となることから，土砂の到達可能性が問題となる。
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しかし，Ｃ２渓流出口付近の渓床の勾配は約１６度であり（乙第６号証の図－３参照），

粗土の安息角（土や砂の塊が自然に作る斜面の傾斜と水平面との角の最大の角度をい

う。これより角度が小さいと塊が崩れないで安定した状態を保つ。）が３０度程度で

あることからすると，そもそも，Ｃ２渓流出口付近で，粗土の堆積物が崩壊する可能

性は低いから，崩壊土砂の到達可能性もまた低いと言わざるを得ない。結局，本件事

業区域に起因する土砂崩壊が申請人Ｃの居住地域に到達する可能性は低く，申請人ら

の指摘は理由がない。 

 申請人らの主張上記⑤の点について検討すると，本件で崩壊土砂の到達距離を予測

する上で参考となる等価摩擦係数０．３という数字が絶対的なものではなく，もとよ

り幅のある数値であることは，参考人Ｚも認めているところではあるが（同参考人の

供述），申請人らが指摘する等価摩擦係数０．２以下の事例（甲第８３号証の表２の

うち，同係数が０．１７６の助実Ｂ，それが０．１６１の白鳥神社，それが０．１８

２の桧山の３事例）は，いずれも，同号証の表１で総崩壊土砂量が示されておらず，

そもそも，崩壊規模と等価摩擦係数との相関関係に対する定量的反論とはなり得てい

ない。 

 なお，Ｚが乙第３５号証の図１を作成する上で，サンプルを取捨選択している（例

えば，小原村の事例は，極めて多くの表層崩壊が発生したため，等価摩擦係数の判定

が困難であるとして，同図を作成する上で，除外されている。）が，その取捨選択の

過程に不合理な点は特に見当たらず，これに対する申請人側からの適切な反論・反証

もなされていない。この点，Ｙは，その意見書（甲第８４号証）において，極めて多

くの表層崩壊が多発した小原村の事例の等価摩擦係数の判定が困難なのは，むしろ，

等価摩擦係数のみで災害発生を予測することは困難であるとの申請人側の主張を補強

している旨述べている。 

 しかし，花崗岩の上部を瀬戸層群などの堆積岩が覆っている瀬戸地域と，基盤であ

る花崗岩の上部をその花崗岩が風化した薄いマサ土が覆っている小原村の地域とでは，

そもそも地質が異なり，小原村の地質の方が表層崩壊を起こしやすいのであり（乙第

３５号証，第３７号証の１，２），小原村において，表層崩壊が多発したからといっ

て，瀬戸地域について同様の事象が頻発するとは言えず，この点も，Ｚの等価摩擦係

数による崩壊土砂の到達距離予測に対する的確な反論とは言えない。 

 以上のとおり，申請人らの上記主張は，いずれも理由がない。 

    (ｲ) 洪水のおそれについて 

 申請人らは，△川，○川の双方に，仮に７ha の未算入の流域が存在した場合，安全

係数がどのように変化するかを試算すると，△川の氾濫地点はＮｏ２－２など６地点

にのぼるが，これらは乙第７号証で予想されていないなどと主張し，別紙３流域修正

試算書（甲第７２号証）を提出している。しかしながら，申請人らの主張において，

算入されるべき７ha の未算入の流域が何ら特定されておらず，申請人らの試算は机上

の計算にすぎない。また，仮に，当該区域から甲第５７号証の集水区域①の区域に雨

水が一部流入している可能性があるとしても（このような可能性自体は，処分庁も争っ

ていない。），そもそも当該区域の雨水は，○川上流に流入し，△川に流入すること

はないものと推認される上（審理の全趣旨），当該区域の面積は，プラニメーターに

よる図上求積では，約３．５ha にすぎず（乙第３４号証），申請人らの主張する未算

入流域の面積は過大であると言うほかない。さらに，当該区域からは，甲第５７号証

の集水区域⑰の区域に流出する雨水もあるものと推認されるから（審理の全趣旨），

試算上の増加分が全て当然に集水区域①に含まれるべきものとも言えない。 

 よって，７ha の未算入流域が存在するとの申請人らの上記主張は，失当というほか

ない。 

 また，申請人らは，別紙２「洪水・土石流の流下ルート図」の青線のとおり，土石

流及び洪水はいったん県道に流れ込み，県道及びその東側の側溝を流れて住宅地に達

するなどと主張し，申請人Ｃが被害を受けるおそれがあると主張した上，これに沿う

かにみえる甲第７４号証，第７５号証を提出している。しかし，これらの申請人ら提

出の証拠のみでは，申請人らの上記主張が裏付けられているとは言えず（甲第７５号

証のビデオ映像では，道路が東側に傾斜している事実しか分からない。），このほか
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当該主張を認めるに足りる的確な証拠はないから，申請人らの上記主張は，採用し得

ない。 

 以上の検討のとおり，本件作業許可処分については，申請人Ｃとの関係でも，その

処分を違法とすべき事由は認められない。 

 ３ 本件各処分のその他の違法事由の有無 

 申請人らは，本件各処分には，①本件開発処分によって微粒珪砂を中心とする大量の粉じん

が飛散して，住民の健康を害するおそれがあるから，本件各処分は違法である，②公共物を破

壊する本件各処分は，公共性の要件を欠き違法である，などと主張する。 

 しかしながら，申請人ら主張の違法事由に該当するとの事実は，いずれも，もともと本件各

処分の違法事由たり得ないものである上，これらを認めるに足りる的確な証拠も存しない。 

 よって，申請人Ｃについて，上記違法事由に基づき本件各処分の取消しを求める上記主張は，

失当である。 

 ４ 小括 

 以上検討したとおり，森林法１０条の２第１項及び２項に基づく本件開発許可処分並びに同

法３４条２項及び５項に基づく本件作業許可処分の各取消しを求める申請人らの本件裁定申請

のうち，本件開発許可処分の取消しを求める申請については，申請人ら及び選定者ら全員の申

請人適格が認められないので，却下を免れない。他方，申請人らの上記申請のうち，本件作業

許可処分の取消しを求める申請については，申請人Ａ及び同Ｂ並びに選定者ら全員の申請人適

格が認められないので，却下を免れない。また，申請人Ｃの本件作業許可処分の取消しを求め

る申請については，同申請人には申請人適格が認められるものの，同処分を違法とする事由は

認められず，その申請は棄却を免れない。 

第４ 結論 

 以上の次第で，申請人兼選定当事者Ａ及び申請人Ｂの各申請並びに同Ｃの申請のうち，本件開

発許可処分の取消しを求める申請部分をいずれも却下し，同Ｃの本件作業許可処分の取消しを求

める申請部分を棄却することとして，裁定委員会全員一致の意見により，主文のとおり裁定する。

 

 平成１９年５月８日 

 

   公害等調整委員会裁定委員会 

 

          裁定委員長    加 藤 和 夫 

          裁 定 委 員         大 坪 正 彦 

          裁 定 委 員         辻   通 明 

 

（別紙省略） 
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